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マネジメント学部長

山本貞雄

今年度は、跡見学園女子大学に、学生達自身の人生目標実現のための実践的な教育

を理念とするマネジメント学部が創設されて、初めての第一期生が卒業する記念すべ

き年である。

これを記念して、マネジメント学部卒業生の在学中の活躍の成果を称えるために行

われる「マネジメント学部卒業生表彰」の一環としての「論文部門」において、卒業

生から論文を募集・選定し、「マネジメント学部卒業生優秀論文集」を発行しようと言

うこととなった。

選ばれた5つの論文のテーマは、何れも私がこれまで扱ってきた問題の範晴のもの

であるので、大変興味深く読ませて貰った。

何れの論文も完成度の高い論文であり、選ばれた5人の皆さんが、マネジメント学

部の在学4年間で、ここまで研究能力を高めて来られたことを高く評価したい。

論文のテーマは安全保障、経営、就業と婚姻等全て社会科学の問題に属するが、社

会科学とは、実証的研究方法によって、社会現象を扱う科学である。

従って、論文のテーマとして取り上げた社会現象について、実証的にデータの収集

等の調査、分析、研究を行い、それに基づいて問題点についての解決策の提案、つま

り政策提言を行う訳である。

しかしながら、ここで留意すべきことは、実証的と言っても、どのようなデータを

どのような方法で収集するか、どのような視点で分析するか、そこからどのような問

題を読み取るか、それらの問題のうちどの問題を解決・改善すべき対象に取り上げる

か、そしてどのような政策提言を行うかと言った具合に、それぞれのプロセスでどの

ような選択を行うかによって､答えは異なり、多様な解があり得ると言うことである。

従って、社会科学の問題を扱う場合は、

①より高次元の、またはより幅広い視点から課題を捉え直す必要がないか否か、

②仮説検証をする場合、今一度、仮説の妥当性自体を見直す必要がないか否か、

③自分が出した解釈や結論以外の解釈や結論が成り立たないか否か、

④自分が出した結論が果たして実践的に役立つものであるか否か等について、常に謙

虚に反省し、再検討する姿勢がなければならない。

そして、この「マネジメント学部卒業生優秀論文集」は、今回を第一回目として、

今後マネジメント学部のよき伝統としたいものである。

最後に、第一期生の卒業生の皆さんの大部分は､いよいよ実社会に出て、企業･公共・

文化のマネジメントの分野で仕事に就かれるが、今後大いに皆さんのご活躍を期待し

たい。
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卒業生表彰受賞者と選考の経緯

マネジメント学部学務委員会

最優秀論文賞

澁谷美佳「現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～」

優秀論文賞

加藤久美子「欧州安全保障協力機構(OSCE)とマケドニアにおける予防外交」

入賞

久保田英梨子「会社経営における人的資本有効活用方法」

寺田可愛「派遣労働者の待遇改善策～正社員への転換ルートと不安解消～」

森重彰子「働く女性～子育ての権利～」

横山文野賞

澁谷美佳「現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～」

＜選考経緯＞

2005年5月

2005年11月17日

2005年12月20日

2006年1月20日

2006年3月18日

募集要項公示

論文提出

一次審査開始（各論文につき各2名の教員による査読）

入賞論文決定

修正原稿提出

二次審査開始（6名の教員が全入賞論文を審査）

受賞者発表及び表彰式

＜横山文野賞について＞

2002年4月、マネジメント学部創設に際し着任された横山文野専任講師は、同年、『戦後

日本の女性政策』勁草書房を出版し、日本における女性政策研究をリードしていくことが

期待される若手研究者･教育者でありましたが､2005年7月に病気のため逝去されました。

社会における女性の活躍を支援することを使命とするマネジメント学部としては、この分

野の研究が発展していくことを祈念し、卒業生の論文の中から、女性政策、女性問題の分

野で優れた作品に対して、横山文野賞を贈りそれを称えることにしました。なお、横山文

野賞には、故横山文野講師の夫である山口智久様のご厚意により、横山文野講師の遺産か

ら副賞として記念品が贈られます。
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欧州安全保障協力機構(OSCE)とマケドニアにおける予防外交

加藤久美子

要約

1992年に国連の『平和への課題』レポートで「予防外交」が提唱された。「予防外交」は現在、国連を

はじめOSCEやEU等地域的国際機関においても行なわれている。日本でも紛争予防については積極的な姿

勢を示しているが、まだ発展段階にある。予防外交がはじめて実施されたのは、旧ユーゴ紛争の波及が懸

念されていたマケドニアにおいてであり、一般に成功との評価を得ている。マケドニアにおいて一定の成

果を挙げることができた要因の1つは､予防外交が包括的アプローチによってなされたことである｡だが、

その担い手である国連やOSCEの想定する予防外交には若干の時間的な違いがあった。

序．はじめに

冷戦が終結し、共産主義の崩壊とともにそれまで旧ソ連や東欧地域において抑えられて

いた民族間のイデオロギーが一挙に爆発し、国家間の紛争よりも国内での紛争、特に民族

対立が多発するようになった。1992年当時の国連事務総長であるガリは「平和への課題」

という報告書の中で、「平和創造(peacemaking)」「平和維持(peace-keeping)」「平和建

設(peace-building)」とともに紛争をその発生以前に予防しようとする「予防外交

(preventivediplomacy)」という概念を提示した1．

マケドニアに展開した国連保護軍UNPROFOR(95年以降国連予防展開軍UNPREDEPに改組）

は実際に国連が予防外交を行い、成功したといわれている平和維持活動の1つである。こ

の予防外交の成功は国連の力だけではなく、地域的国際機関、特に欧州安全保障協力機構

(0SCE)との協力が大きかったとされる。

マケドニアにおける予防外交の主な先行研究には、雨野（2003）「国際機関による紛争予

防措置一マケドニア共和国における予防展開活動を事例に一｣、大庭（2000）「マケドニア

共和国(FYROM)における予防外交｣、田辺(2002)「マケドニアにおける国連PKOの『予防

展開』一一国連による『予防外交』の限界｣、西村(2000)「マケドニア共和国」『規範と国

1AnAgendaforPeace,preventivediplomacy,peacemakingandpeace-keeping(A/47/277-S/24111June
l992)．
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家アイデンテイテイーの形成-0SCEの紛争予防・危機管理と規範をめぐる政治過程一』が

ある。このうち､大庭と雨野は国連とOSCEの活動を記しており、田辺は主に国連の側から、

西村はOSCEの側からそれぞれ予防外交について論じている。大庭は国連とOSCEによる活

動を詳細に述べているが、OSCEの予防外交の概念については明確にしていない。雨野はそ

れぞれの予防外交の概念についても記述しているが、OSCEの予防外交概念についてはその

特徴を述べるに止まっている。国連の想定する予防外交とOSCEの想定する予防外交には違

いがあるのであれば、それは一体何か。そして違いがあるのなら、それらの予防外交はマ

ケドニアでの実際の活動にも影響を与えているのではないか。

本稿では、これらの疑問を解決する為に予防外交の概念を整理することで実際の国連と

OSCEによる予防外交活動との関連を探ることとする。

第1章では、国連とOSCEの想定する予防外交概念について整理し、その違いを見つける

ことにする。また、第2章では実際の予防外交活動について論じるが、その際OSCEの予

防外交の担い手が登場するので、それらについてもここで触れておくことにする。

1．欧州安全保障協力機構(OSCE)について

まず、OSCEとはどんな機関なのか、そしてどのような過程を経て予防外交に取り組むよ

うになったのか、という点から見てみる。

（1）欧州安全保障協力機構(OSCE)とは

欧州安全保障協力機構(OSCE)は、欧州安全保障協力会議(CSCE)を母体とした国連憲

章第8章に規定されている地域的国際機関である2．

1975年7月、冷戦期の安全保障問題の話し合いの場が必要であると主張するソ連の提唱

により、アルバニアを除く35カ国の首脳による欧州安全保障協力会議(theConferenceon

SecurltyandCo-operationinEurope:CSCE)がヘルシンキにて開催された。その際、

①欧州の安全保障に関する諸問題、②経済、科学技術、環境問題に関する協力、③人権に

関する協力という3つの「バスケット」と呼ばれる柱から成る「ヘルシンキ最終文書（ヘ

ルシンキ宣言)」を採択した。以後、冷戦期の分裂した東西間の協力関係を模索する「ヘル

シンキ・プロセス」が開始され、96年のリスボン首脳会議で共通・包括的安全保障として

まとめられることとなった3．以下、96年のリスボン首脳会議までの過程を見ることでOSCE

が予防外交に取り組んでいった経緯を概観してみる。

1990年のパリ首脳会議で冷戦の終結が公式に確認されると、冷戦終結後に発生した紛争へ

の対処と国家の安定した制度を構築する「紛争防止センター｣、「自由選挙事務所（92年に

民主制度・人権事務所に改組)｣、「事務局」が設置された。91年6月に発生したユーゴスラ

ヴィア（以下ユーゴ）紛争の際には、ユーゴ連邦による拒否権行使によって有効な手立て

2本稿ではCSCEとOSCEの区別は意織せずに用いることとする。

3雨野統（2003）「国際機関による紛争予防措置一マケドニア共和国における予防展開活動を事例に－」『中

央大学大学院研究年報』第32号、中央大学大学院研究年報編集委員会、p.386。

6跡見学園女子大学マネジメント学部卒業生優秀論文集
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を打てなかったことへの反省から、92年1月末の第2回プラハ外相理事会でそれまでの全

会一致の決議方法からCSCE原則の違反国は抜きに適切な政治的措置がとれるとする「コン

センサス・マイナス1」という決議方法を採用した4．同年7月のヘルシンキ首脳会議では、

「ヘルシンキ文書92」を採択し、謝上するユーゴ紛争等の民族紛争への対策には紛争の予

防が必要だとし、予防外交を担う「少数民族高等弁務官」を設置して理事会及び高級実務

者委員会(cso(後、常設理事会))の役割強化による早期警報・危機管理体制を確立した。

また、この時CSCEは国連憲章第8章の定める地域機関であり、国連との重要な協力関係が

確認された。そして1994年12月に行われたブタペスト首脳会議でCSCEは「欧州安全保障

協力機構(theOrganizationforSecurityandCo-operationinEurope:0SCE)」と名

称を換え、会議から機構へと正式に変更された。1996年12月のリスボン首脳会議では「21

世紀におけるヨーロッパのための共通かつ包括的安全保障モデルについてのリスボン宣

言」が採択され、加盟国の抱える問題に対する協力的なアプローチが重要視された5．共通・

包括的安全保障とは民主的な平和と共通の安全保障を実現するために、ヘルシンキ宣言を

出発点として徐々に形成されてきたOSCE「独自の安全保障観」である。それには第1に「他

国の犠牲の上に自国の安全保障を追及しないこと」を目標とした「共通の安全保障｣、第2

に共通の安全保障を実現する為に軍事的脅威のみならず、人権、経済、環境といった問題

も欧州の安全を脅かす要因とし、これらに包括的に取り組むことで欧州の平和と安全を確

保する「安全保障の包括的アプローチ」の採用、第3に紛争の防止や紛争後の平和醸成を

含めた「安全保障の協調的アプローチ」がある6このようにOSCEは欧州にとって脅威とな

る問題にその都度対応し、必要に応じてその機能強化に努めてきた。そして紛争へのアプ

ローチとして有効なのは紛争を未然に防ぐ予防外交であるとし、その為には欧州各国の協

調と包括的な取り組みが必要だとの認識に至ったのであった。吉川元は、この様な「包括

的安全保障の取り組みが、一方では共通価値・規範の社会化への取り組みを、他方では予

防外交への取り組みを促すことになる」としている7．

（2）予防外交の概念

では､OSCEで紛争のアプローチとして提唱された｢予防外交」とはどの様な概念なのか。

マケドニアでOSCEと共に予防外交を行った国連による定義とOSCEによる定義を紹介し

た上で両者を比較してみることにする。

①国連の行う予防外交

国連の行う予防外交の概念は、事務総長の交代とともに解釈が変化しており、学者や予

防外交の担い手の間でもその定義は様々である。ここでは歴代の国連事務総長による予防

4朝日新聞、1992年2月1日。

5斉藤直樹（2001）「欧州安全保障協力機柵(0SCE)と紛争予防」『平成法政研究』第6巻10号、平成国際

大学法政学会、p.252.

6吉川(2002)｢OSCEの安全保障共同体創造と予防外交j『国際法外交雑誌』第98巻6号､国際法学会､p.6.

7吉川、前掲論文p.10。
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外交の紹介と学者の考えを参考にすることで、その概念を見てみることにする。

予防外交とは、『平和への課題』によると「当事者間の争い(disputes)の発生や現に存

在する争いの紛争(conflicts)への発展を防ぐとともに、紛争が発生した場合の拡大を防

止するための行動である8｣。この定義は、平井照水の指摘によると「第1に、紛争当事者間

の争い(政治的･言論的対立)の発生を防ぐことも、目的｣であり、｢第2に､紛争(conflicts)

が、非武力紛争なのか、武力紛争なのかを明確にしていないため、予防外交を『武力紛争

の発生前』とする狭義の解釈と、『武力紛争の発生前後のすべての過程』とする広義の解釈

とを生んでいる9」という。実際、これまでの研究においてもその境界については意見が分

かれるところである。だが、神余隆博がこの予防外交に関する定義を「政治的な紛争

(dispute)と武力紛争(armedconflict)の2つが使い分けられている'0」と述べている様に、

disputeを政治的な紛争、conflictを武力紛争として、予防外交はこれら双方の概念を含

む広義のものと捉えるのが妥当であろう。そのうち、武力紛争発生前と発生後とでは、ど

ちらに主眼を置くかは予防外交概念の登場の背景及びこれまでの国連事務総長の取り組み

を見てみれば分かるように、武力紛争発生前である。

予防外交が広く国際社会一般に知られるようになったのは、1992年6月に第6代ガリ国

連事務総長が『平和への課題』を提出してからのことであるが、その起源はハマーショル

ド第2代国連事務総長の時代まで遡る。ハマーシヨルド事務総長は1956年のスエズ戦争の

際に第1回国連緊急軍を派遣して国家間紛争の拡大を防止したことをpreventive

diplomacyという語で表現した。これは「防止外交」と訳され、武力紛争発生後の平和維持

活動を想定している。しかし、その後一度発生した武力紛争を平和的に解決するには、武

力紛争が発生、拡大してからでは有効な措置をとることが困難であるという認識と経験に

基づき、武力紛争が発生する前の段階から関与しようとする動きが出てきた。そしてその

動きはガリ事務総長の前任であるデクエヤル第5代国連事務総長の時代から徐々に見え始

めていた。

デクエヤル事務総長は冷戦の東西対立構造の変容に武力紛争発生前の紛争の予防の重要

性を強調したことで、この時代のpreventivediplomacyは「予防外交」と訳されるように

なった。デクエヤル事務総長は、当時国際社会で問題となっていた難民の発生を防止する

様々なシステムを国連内に設置''することで予防外交に取り組んだが、それは「国連憲章第

6章の紛争の平和的解決、ことに事実収拾や調査に関わる12」ものであった。予防外交がよ

り活動的なものとなるのは後任であるガリ事務総長の時代になってからである。ガリ事務

総長の予防外交は「紛争を、暴力行為が発生する以前に解決することを目的'3」とし、早期

8ブートロス・ガリ著(国際連合広報センター訳）（1992)『平和への課題:予防外交､平和創造､平和維持』、

国際連合広報センター、p.9.

9平井照水（1996）「予防外交の概念と意義」森本敏・横田洋三編『予防外交』、国際書院、pp.19-20.

10神余隆博（1996）「冷戦後の国連と予防外交」森本・横田、前掲書、p､56.

11例えば81年設置の「新たな難民発生を回避するための国際協力を目的とした政府専門家グループ｣や87

年設置の「情報研究・収集室(0RCI)｣(92年廃止）がある。

12庄司真理子（2000）「国連の予防外交」吉川元編『予防外交』、三嶺書房、p.30.

13ブートロス．ガリ（国際連合広報センター訳)、前掲書p.9．
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警報、非武装地帯の設置とともにこれまでの平和維持活動を武力紛争発生前に展開させる

「予防展開」14の必要性を訴えている。つまり、武力紛争発生前に重点を置いているのであ

る。

このように、国連における予防外交は、事務総長の交代とともにより有効な紛争の解決

を図ろうと武力紛争発生後の紛争の拡大を防止することから武力紛争発生前の紛争の発生

の予防へと活動時期を移している。

では、その範囲はどこまでなのか。ガリ事務総長の提出した『平和への課題』では、予

防外交は「平和創造｣、「平和維持」】5などの用語と「不可分の関係にある」が'6紛争後に新

しい環境を建設することで紛争の再発防止を目指す「平和建設」とは「対をなすもの」と

考えられている'7．したがって、ガリ事務総長の「予防外交」には、武力紛争後の「平和建

設」までは含まれないことがいえる。

以上の通り、ガリ事務総長の予防外交について明らかに言えることは、①武力紛争発生

前の政治的な争いの段階での関与を主眼としていること、②紛争後の「平和建設」とは対

置する概念であることである。なお、ガリの次に国連事務総長になり、現職であるコフイ・

アナン事務総長はガリの考えを引き継ぎ、1997年の年次報告で「予防外交」をより広い概

念である「予防行動」の1つとして採用している'8．

本稿では、国連の「予防外交」を、マケドニアで予防展開を実施したガリ事務総長の予

防外交概念を広義に解釈し、武力紛争発生前後とするが、とりわけ武力紛争発生前の政治

的な争いの段階を主眼とした活動とし、紛争後の「平和建設」までは含まないものとする。

また、必要に応じて「予防外交」をその構成の1つに含める「予防行動」という語も用い

ることとする。

②OSCEの行う予防外交

OSCEの行う予防外交について、OSCEの公式文書にはその明確な定義は見当たらない。そ

こで、ここでは研究者の分析を基にOSCEの行う予防外交概念について整理してみることに

する。

OSCEが予防外交に取り組んだのは国連と同じ様に冷戦の終結を待ってからのことであっ

た。斉藤直樹によると0SCEによる紛争への対応は、予防外交を時系列的な観点から「早期

警報(earlywarning)｣、｢紛争予防(conflictpreventlon)｣、｢危機管理(crisismanagement)｣、

「紛争後復興(post-conflictrehabilitation)」という分類がなされているという。ここ

14ブートロス・ガリ（国際連合広報センター訳)、前掲書P､11．

15「平和創造」とは、紛争が発生した場合に国連憲章第6章の平和的手段によって紛争当事者間の合意を
成立させることであり、「平和維持」とは、戦闘が停止された場合に平和維持活動を行うことである。

16ブートロス．ガリ（国際連合広報センター訳)、前掲書p､9．

17ブートロス．ガリ（国際連合広報センター訳)、前掲書pp.28-29｡

18これは｢国連憲章第6章の『平和創造』と同一視される『予防外交』以外にも『予防展開』､『予防軍縮』、

『予防人道行動』、『予防平和構築』などの行動もあり、これらを総称する用語として『予防行動』が適当
だ」とした為である。堂之脇光朗(2000)「予防外交総論」伊藤憲一編『現代予防外交論』、フオレスト出

版、pp.23-24。
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でいうOSCEの「紛争予防」とは、「紛争の発生の差し迫った場合での発生の予防を想定し

ており、広い意味での紛争の全段階の予防という意味では使われていない｣。また、「危機

管理」とは「紛争が勃発した際にその拡大を防止することを目的とする意味であり、通常

用いられている危機管理という表現とは異なり独特の意味を持つ」という。さらに「紛争

後復興」は紛争後の民主的な制度構築の支援であり、少数民族高等弁務官（以下HCNM)Jta

民主制度・人権事務所（以下ODIHR)、そしてメディアの自由に関するOSCE代表が関与する

という'9・

吉川元は「0SCEで一般に使用されている予防外交は、紛争予防、危機管理、さらには紛

争後の平和醸成や安全保障共同体の創造まで含む広義の概念である」と分析している20．

両者の分析からOSCEの行う予防外交は「早期警報」「紛争予防」「危機管理」「紛争後復

興」といった4つの紛争の段階を総称したものであり、これらの段階を経て初めて「予防

外交」は行われたといえる。そしてそれぞれの段階にはHCNM、長期駐在使節団、ODIHRな

どOSCEにおける予防外交の担い手が、包括的な観点から関与する。その意味ではOSCEの

予防外交はOSCEの特色である「包括的安全保障」の実施の結果、達成されるものであると

いうことができる。したがってOSCEの予防外交には紛争の4段階を通して包括的アプロー

チがなされる必要があり、「紛争予防」はその過程の1段階でしかないのである。

また､武力紛争発生以前と以後のどちらを想定しているのかについては､conflictを「武

力紛争｣と捉えれば､紛争発生の差し迫った場合にその発生を予防する｢紛争予防(conflict

prevention)」は、武力紛争発生前の活動であり、紛争の勃発後にその拡大を防止する「危

機管理(crisismanagement)」は、武力紛争発生後の活動となる。よって、OSCEの予防外

交は武力紛争発生前後の双方を想定しているといえる。

③国連とOSCEの予防外交概念の比較

ではOSCEの「予防外交」と国連の「予防外交」には違いがあるのか比較してみる。

国連の「予防外交」は武力紛争発生前後の活動を想定しているが、その主眼は、武力紛

争発生前にあった。そして武力紛争終結後の「平和建設」までは含まないものであった。

他方、紛争の4段階すべてから成るOSCEの「予防外交」も武力紛争発生前と後の双方を含

むものであったが、武力紛争終結後の「紛争後復興」の段階をも視野に入れたものであっ

た。つまり、紛争終結後の活動をその対象としているか否かが両者の違いである。OSCEの

「予防外交」は紛争終結後の活動を含んでおり、国連の「予防外交」より広い概念である

ことがいえる。

それでは、OSCEにおける予防外交の担い手による実際の活動はどの様なものなのか。次

節ではOSCEの予防外交において重要な役割を発揮する機関についてその機能を見てみるこ

とにする。

19斉藤、前掲論文pp.255-256.

20吉川、前掲論文p.11。
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InstitutionsandHumanR1ghts:0DIHR)」と名称を変更し、発展した。創設の背景には

旧ソ連や東欧地域での急速な体制変革によって不安定化した社会を自由選挙の実施により、

その変革が再び元に戻ることを防ぐ必要があったことが挙げられる。同地域は自由選挙の

経験に乏しく、支援する必要があったのだ30｡ODIHRの役割は、選挙実施の為の技術的支援

や選挙監視などにより民主化を進めることで紛争の再発を防止すること、また、法の支配

の実現や人的側面の履行の監視を行うこと31であり、92年7月の「ヘルシンキ決定」では、

人的側面における活動が「早期警報」に貢献するとされた。また、93年11－12月の第4回

ローマ理事会では「包括的な選挙監視」などODIHRの機能強化が決定された。そして94年

12月の「ブタペスト文書」では、ODI服に諮問的役割を与えたことでODIHRが直に予防外

交に関与できるようになった32．

マケドニアでは選挙監視活動や法整備にあたっただけでなく、94年6‐7月にかけての国

勢調査でも監視活動を行っている。

③長期駐在使節団

長期駐在使節団は、外交官や専門家から編成され、深刻な対立状況や紛争の波及・拡大

が懸念される場合に、当事国の合意のもとに常設理事会の決定をへて派遣される。その起

源はユーゴ情勢の謝上に対処する為に1992年9月8日に展開された「コソヴオ・サンジヤ

ック及びヴオイヴオデイナミッション」である33．長期駐在使節団はその名の通り長期間当

事国に駐在するが、派遣される紛争の段階によって次の3つに分類される。まず、①まだ

紛争は発生していないものの他地域の紛争が波及してくる危険性がある場合にそれを防止

することを目的とする使節団。②紛争の解決やその拡大を防止することを目的とする使節

団。そして③「紛争後の国家復興や平和醸成を目指す使節団」である34°その為、使節団は

紛争の様々な段階に関与する。具体的な活動は、紛争地域の状況を全ての加盟国に通報し

て早期警報を発すること、また、当事者問の仲介や調停活動を行って紛争の予防に取り組

み、万が一紛争が発生した際にはその紛争を解決に向けるように働きかけることである。

さらに使節団は紛争後の復興も支援する35°この様な活動を通じ長期駐在使節団は0SCEの

予防外交に大きく貢献することになる。

マケドニアには1992年9月に｢スコピエ波及監視ミッション(SpilloverMonltorMission

toSkopje)」の名で派遣されている。これは、第16回CSO会議の決定によるもので、ユー

ゴ紛争がマケドニアに波及するのを回避することが目的であった。よって上記の分類のう

3o斉藤、前掲論文pp.258-259.

31福島（2000)、前掲論文p.83.

32宮脇昇（2000）「民主的平和と民主化支援一民主制度・人権事務所を中心に－」吉川、前掲書、pp･75-

76.

331bid,p.56.

34吉川、前掲論文p21o

35斉藤、前掲論文p.260。
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ち、同使節団は①に当てはまるとされる36。

（4）小括

以上の通り，第1章では国連とOSCEを中心にその発展過程や予防外交概念、そしてそれ

を担う主要機関について見てきた。予防外交概念については国連の概念との比較を試みた。

第1章を通じて国連にもOSCEにも共通して言えることは、冷戦の終結という1つの時代

の節目に大きな変化を遂げたことである。その要となるのが安全保障観の変化、すなわち

紛争を未然に防ごうとする予防外交(preventivediplomacy)概念の登場であった。国連

においてpreventivediplomacyは決して新しい用語ではなく、振り返れば冷戦期真只中の

ハマーショルド国連事務総長の時代にまで遡る。彼の活躍した冷戦期はソ連とソ連によっ

て創られた東欧における共同体を中心とした東側諸国にアメリカを中心とする西側諸国が

対立するという構図であり、紛争の形態は「国家間紛争」であった。だが、冷戦が終結す

るとそれ迄ソ連によって抑えられていた民族間のイデオロギー対立が発生し、「民族紛争」

へと紛争の形を変えた。一度発生した民族紛争はすぐに周辺地域に拡大･波及してしまい、

収拾がつかない状態となり、このことが紛争の解決には紛争が発生する前にそれを未然に

防ぐことが最善の策であるとの認識が生まれることとなった背景である。そしてその実践

の為にOSCEではHCNM、ODIHR、長期駐在使節団など冷戦後の民族紛争に対処する機関の設

置によって、国連では従来から紛争に対応してきた国連平和維持活動に「予防展開」とい

う任務を与えることによって予防外交の実践にあたることとなった。

この様に冷戦後、予防外交という新たな概念が提唱された背景には冷戦終結による紛争

形態の変容があったことが指摘できる。そして国連PKOとOSCEの使節団が派遣されたのが

一般に予防外交が成功したと評価されるマケドニアであった。

第2章ではマケドニアにおける国連とOSCEによる実際の予防外交について概観すること

にする。

20SCEのマケドニアでの予防外交

第2章では第1章で明確にした国連とOSCEの予防外交概念の違いが、国連とOSCEの予

防外交活動にも影響を与えているのか検討してみる。

マケドニアでの具体的な予防外交活動を見る前に、まず予防外交を行うきっかけとなっ

たユーゴ情勢を概観し、何がマケドニアに予防外交を展開させるきっかけとなったのか見

てみる。その上で、国連とOSCEによる実際の予防外交活動を紹介し、第1章で整理した予

防外交の概念がそれぞれの実際の活動に影響を与えているか検討することにしたい。

（1）ユーゴスラヴィア連邦の解体と紛争の発生

ユーゴスラヴイア社会主義連邦共和国37は､1991年6月にスロヴエニアとクロアチアが独

36吉川、前掲論文p.21.

37スロヴェニア、クロアチア、ボスニア・へルツェゴヴィナ（以下ボスニア)、マケドニア、セルビア、モ
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立を宣言したのを皮切りに、11月にはマケドニアが、92年3月にはボスニアが国民投票に

基づいて独立を宣言し、残されたセルピアとモンテネグロも4月に旧ユーゴスラヴィアを

継承する「ユーゴスラヴイア連邦共和国（以下新ユーゴ)」の樹立を宣言したことにより、

73年続いたユーゴ連邦は幕を閉じることとなった。各共和国の独立宣言は、独立に賛成す

る民族と「大セルビア主義」を掲げて独立に反対するセルピア人勢力との間で民族対立を

生じさせ、武力衝突へと発展した。その対立はまずスロヴェニア共和国内でのスロヴェニ

ア共和国軍とセルピア人指揮によるユーゴ連邦軍との間で発生したが、同共和国には88％

のスロヴェニア人に対してセルピア人は3％しかいなかったことから、戦闘は10日で休戦

協定を結ぶに至った38。

続いてスロヴェニアと共に独立を宣言したクロアチアでも、78％のクロアチア人に対し

12％のセルビア人が居住しており、クロアチア共和国軍とセルピア人勢力率いるユーゴ連

邦軍との間で対立が生じていた。91年12月にはクライナ地方に住むセルビア人らによって

「クライナ．セルビア人共和国」の創設が宣言されるほどであった。そこで92年1月にセ

ルピア大統領ミロシェヴイッチは、バンス国連事務総長特使の仲介の下、国連軍のクロア

チア展開を条件にクロアチア大統領トウジマンとの間で停戦に合意した結果､2月に安保理

決議743によって約14000人から成る大規模な国連保護軍(UNPROFOR)が派遣されること

が決定された。ミロシェヴイッチ大統領が国連軍派遣に賛成したのは、「セルビア兵の脱走

や経済状況が深刻化する中で、国際社会との関係謝上と紛争の拡大、長期化を恐れたため」

だとされる39．UNPROFORは、「保護区」に指定されたクロアチア人とセルピア人が混住する

「東スラヴオニア」「西スラヴォニア」「クライナ地方」に居住する全住民を攻撃から保護

することを目的としていた。具体的には武装グループの「保護区」からの撤退ないし武装

解除を確保することで「保護区」を完全に非武装化すること、そして住民の人権確保の為

に「保護区」内の地元警察の活動が公平であるかを監視することであった。しかしセルピ

ア人勢力は武装解除に応じない上に、セルビア人の流入により、「保護区」は彼らの支配地

域と化していた。その様なセルピア人の態度に反感を抱いたクロアチアは「保護区」の1

つである「クライナ地方」南部に侵攻したため、セルピア人勢力との全面的な衝突が危ぶ

まれる事態となった。そして「保護区」の非武装化が進展しないことに対し嫌気が差した

トウジマンは、93年10月15日にUNPROFORの撤退を要求したのであった40．この様にクロ

アチア紛争では、UNPROFORが展開したものの、現地でのセルビア人勢力からの協力が得ら

れず、UNPROFORはその任務を十分に実行できなかったのであった。

次に93年3月にボスニアでも国民投票によって独立宣言がなされた。ボスニアでは44％

のムスリム人、31%のセルビア人、17%のクロアチア人が混在しており、やはりここでも

ンテネグロの6つの共和国とコソヴオ、ヴオイヴオイデイナの2つの自治州から成る。

38斉藤直樹（1998）『国際機構論一国連の集団的安全保障と平和維持活動の諸問題一』北樹出版p･198。な
お、柴宜弘はユーゴ連邦軍が同共和国軍の軍事力を過小評価していたことがユーゴ連邦軍の撤退を余儀な

くした、としている。柴宜弘（2000）「バルカン半島情勢研究」伊藤、前掲書、p.253.

39朝日新聞、1992年1月10日。

40斉藤、前掲書pp.199-200。
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セルビア人は独立に反対し、ムスリム人とクロアチア人との間で対立が生じていた。そし

てセルビア人は「セルビア人共和国」建国に向けてその準備を進めていた。5月には国連は

ボスニア紛争の発生はセルピア本国が介入している為であると非難し、安保理決議757に

よって新ユーゴに包括的な経済制裁を科すことが決定された。この制裁は新ユーゴを対象

にしたものであったが、隣国マケドニアの輸送ルートを破壊し、マケドニアの経済を停滞

させるほどの影響を出し、マケドニア共和国内に社会不安や民族対立をもたらす危険性を

も生んだ41．6月に停戦合意がなされたがそれは部分的なものであったにも拘らず、安保理

決議758によってUNPROFORをボスニアにも派遣することが決められた。全面的な停戦合意

でなかったことからUNPROFORの任務は通常行われる停戦監視ではなく、空港地域を非武装

化することでサラエボ空港を再開し、出入国の安全の確保やサラエボの人道援助活動の監

視をすることであった。しかしその努力の甲斐なく、事態は改善を見ることがなかった。

93年1月にはバンス・オーエンによる「10自治州案」が提案されたが、セルピア人勢力の

反対を受けて成立しなかった｡4月に安保理決議819によってセルビア人勢力が包囲してい

るスレブレニツアを「安全地域」に指定したのに続き、5月にはサラエボ含む5地域をこれ

に加え、セルビア人勢力による「安全地域」への攻撃の即停止と同勢力の撤退が要請され

た（安保理決議824）42．これがセルピア人の目からはUNPROFORが親ムスリム派である様に

映り、PKOの行動原則である「中立」「公平性」「非強制」に違反するとしてUNPROFORに対

して危害を加える原因となり、国連PKOの任務の遂行に支障をきたすこととなつだ3。ボス

ニアの例から任務の達成には紛争当事者双方の理解が必要だといえる。

以上の通り、ユーゴ紛争について概観してきたが、クロアチア内戦やボスニア内戦は柴

宜弘も指摘する通り「セルピア人問題」である"。ではマケドニアヘ要員が派遣される頃の

マケドニア情勢もセルビア人との関係が問題となっていたのであろうか。

ボスニアより少し前の91年11月に独立を宣言したマケドニアは、わずかのセルピア人

との関係というよりは、むしろ68％のマケドニア人と25％のアルバニア人との間で潜在的

な民族対立が見られ、コソヴォでのアルバニア人の対立がいつマケドニアに飛び火するか

わからない状態であった。というのもセルピア共和国内のコソヴオ自治州では、1974年憲

法で認められていた大幅な自治権が90年7月にセルピアによって事実上剥奪されたのを機

に、91年10月に独立を宣言したアルバニア人とその独立を反対するセルビア人との間で対

立が見られるようになっていたのだ。一見すると、これも「セルビア人問題」といえるが、

マケドニアの観点からは国内に2％しかいないセルピア人との関係よりも、68％のマケドニ

ア人と25％を占めるアルバニア人との関係の方が問題であったといえる。したがって、マ

ケドニアにおける問題はコソヴオ自治州の「アルバニア人問題」であり、それがマケドニ

ア共和国内のアルバニア人の民族感情を刺激しないかということがその問題の主眼であっ

41大庭千恵子（2000）「マケドニア共和国(FYRO11)における予防外交」吉川、前掲書、p.198.

42斉藤、前掲書pp.204-206.

43斉藤、前掲書p.221.

44柴宜弘（1996）『ユーゴスラヴイア現代史』、岩波書店、p.169。

16跡見学園女子大学マネジメント学部卒業生優秀論文集



欧州安全保障協力機構(OSCE)とマケドニアにおける予防外交

た。

次節では国連とOSCEの実際の活動を見てみる。

（2）マケドニアでの予防外交

マケドニアにおける予防外交には、国連のみならずEU、ヨーロッパ審議会、OSCEといっ

た地域的国際機関も関与している。EUやヨーロッパ審議会の取り組みは短期的なものであ

ったが、国連やOSCEは長期的なもので予防外交の主要な担い手として積極的な取り組みを

行っている。CSCEは92年9月に8名のCSCE使節団を、国連は12月に800名の国連保護軍

(UNPROFOR)をマケドニアに派遣している。

ここでは国連とOSCEの予防外交について、国連予防展開軍(UNPREDEP)が撤退する99

年2月迄の活動を見てみることにする。

①国連PKOによる予防展開活動

国連のPKOの予防展開は、マケドニアのグリゴロフ大統領が要請したことによって決定

された。これを受け、国連はマケドニアに派遣した調査団の報告に基づき、92年12月11

日に安保理決議795でUNPROFORの一部をマケドニア共和国と新ユーゴ及びアルバニアとの

国境地帯に派遣することを決定した。すでに派遣されているCSCEの使節団との関係につい

ては、旧ユーゴ国際会議の共同議長により国連PKOの任務は「CSCEの使節団によって補完

されること」が提案されていた45｡UNPROFORは93年6月18日には安保理決議842によっ

て300名の増員が決定され、PI(0要員は1100名弱と規模が拡大された。マケドニアが国連

PKOの増員を受け入れたのは、第1に独立後のマケドニアは軍事力の点で「真空状態」にあ

ったこと、第2にマケドニア共和国独立という国家承認46の遅れを国際社会へ訴える必要が

あったこと47、第3に連邦時代からマケドニアは経済後進国であったが、国連による対新ユ

ーゴ経済制裁による影響がマケドニア経済に一層大きな打撃を加え、これらによる経済的

混乱が国内のアルバニア人との民族対立を引き起こす恐れがあったこと48,が指摘されてい

る。国家承認については隣国ギリシアとの関係で問題となっていた。マケドニアは独立の

際に「マケドニア」という国名を用いたことでギリシアと緊張関係にあった。ギリシアに

とってそれは古代マケドニア王国に由来する名であり、マケドニアがそれを用いることは

ギリシア北部のマケドニア地方への領土的野心を示すものとして捉えられていたのだ。そ

してギリシアは、マケドニアにそれらの変更を強く要請していたがマケドニアはこれを拒

否し続けた為、94年にはギリシアによる経済封鎖が実施されるまでに至った49.したがって

45大庭、前掲論文p､215.

46マケドニアは独立をしたものの当時7カ国（ブルガリア、北キプロス、トルコ、クロアチア、スロヴエ

ニア、ボスニア、ロシア）からしか国家承認されていなかった。

47大庭、前掲論文pp.217-218｡

48田辺亮（2002）「マケドニアにおける国連PKOの『予防展開』一一国連による「予防外交』の限界」『文
明』第2号、東海大学文明研究所、pp.38-39o

49ギリシアとの関係について更に詳しくは、多谷千香子（1995）「バルカンの安定とマケドニア情勢-0SCE

スコピエミッション」『時の法令』第1508号、pp.68-72を参照。
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UNPROFOR派遣当初の課題はマケドニアの国家承認問題と経済制裁に対する国境監視であっ

た50.

95年3月31日には安保理決議983によってUNPROFORは「国連予防展開軍(UNPREDEP)」

に改称され、既に94年議会選挙の監視活動に途中参加していたが、新たに政治団体や民族

集団間の和解を促進するという観点から共和国国内情勢の監視や報告が任務に加えられた。

この頃のマケドニアは10月にはOSCEへ、11月には欧州審議会への加盟を果たし、NATOと

も「平和のためのパートナーシップ(PfP)」を締結するなど独立当初から強く願っていた

国際社会での地位を確保しつつあった51°また「暫定協定」調印によって12月にはギリシ

アと外交関係が樹立された。この様に95年度のマケドニアは国際社会との関係において比

較的平安な情勢を保持しており、このことはUNPREDEPの任務を国境監視だけでなく、マケ

ドニア国内の問題をも視野に入れるようにさせたといえる。換言すれば、それは「予防外

交」から「予防行動」へと活動を拡大したということができる52・とはいうものの、アルバ

ニア人との緊張関係が全く解消された訳ではなく、マケドニア政府はUNPREDEPの任期延長

を要請していた。国連当局もUNPREDEPを予防展開が機能する最初の実例として評価する必

要があったことからそれに応じた53。

しかし、その後国連PKO派遣に要するコストの問題が浮上し、財政難を乗り越える為に

UNPREDEP要員を300名削減することが安保理決議1082で決定された。また、97年11月の

事務総長報告書で98年8月31日以降に軍事部門の撤退が提案され、安保理決議1142で半

年の任期延長とその終了後の軍事部門の撤退が決議された。だが、98年2月にコソヴオ解

放軍(KLA)とセルピア治安部隊との間で武力衝突が発生し、マケドニア内へのその影響が

懸念されたことから安保理決議1186で99年2月迄のUNPREDEPの任期延長と軍事部門350

名の増員が採択された。ところが99年1月にマケドニア政府が経済援助を条件に台湾と外

交関係を樹立したことで中国からの反発を買い、UNPREDEPの任期延長決議の際に中国によ

る拒否権が行使され､UNPREDEPは予定通り2月で撤退することになってしまったのである54。

②OSCE(CSCE)による活動

他方0SCEは、ユーゴ紛争がマケドニアに波及し、バルカン半島全土に及ぶ武力衝突とな

れば、ヨーロッパに絶大な被害が及ぶとし、それを回避する為に92年9月からマケドニア

に使節団を派遣することを決定した。マケドニアにおける懸念は具体的にはセルピア共和

国内コソヴォ自治州でのアルバニア人がセルピア人と衝突すれば、マケドニアのアルバニ

ア人が影響されて民族対立が発生しないかということであった。OSCEは当初、アルバニア

50大庭、前傾論文p.197｡

51国連加盟は1993年4月に「マケドニア旧ユーゴスラヴイア連邦共和国(TheFormerYugoslavRepublic

ofMacedoniasFYROﾙl)」という暫定名称で承認されている。また、日本は93年12月に国家承認を行い、

94年3月には外交関係を樹立している。

52田辺、前掲論文p.39.

53大庭、前掲論文p.223.

54外務省（2000）『平成12年度版外交青書』、国立印刷局、p.177,。

18跡見学園女子大学マネジメント学部卒業生優秀論文集



欧州安全保障協力機櫛(OSCE)とマケドニアにおける予防外交

人の動向が合法的活動の枠内であったことから、マケドニア国内情勢ではなくコソヴオの

状況把握と国境監視を主眼としていたが、93年頃から国内情勢も視野に入れるようになっ

た55．その最初の活動とされているのが93年11月のアルバニア人武器密輸事件でのスコピ

エ地裁の判決に対する早期警報であった36．

以後、CSCEはマケドニア国内に存在する問題として国勢調査、選挙監視活動、少数民族

問題等を扱うことになる。なお、この区分は大庭千恵子氏の論文に依拠していることを予

めお断りしておく。まず、国勢調査から見てみることにする。

(a)国勢調査

マケドニア共和国内で実施された1991年国勢調査の結果は共和国全人口のうちマケドニ

ア人66％、アルバニア人21％であった。だがこのときの調査はアルバニア人が不参加の中

実施されたものであり、連邦時代の1981年実施の国勢調査とアルバニア人の割合がほぼ同

じであることに対し、アルバニア人側から高い出生率とコソヴォからの難民によって40％

は占めているはずだとの主張がなされた。そして40％いるなら、アルバニア人はナショナ

ル・マイノリテイーとしてではなく、「構成ナショナリティー」の地位を憲法上与えられる

べきだとし、マケドニア政府との対立が生じていた。国勢調査はこの様に政治的な問題を

孕んでいたにも拘わらず、アルバニア人は1994年予定の国勢調査には参加しない旨を表明

していた57。そこでアルバニア人を国勢調査に参加させることが課題となったが、それには

少数民族言語を含めた調査、少数民族からの調査員の任命といった配慮、また、アルバニ

ア人の嬬曙は調査への参加権と国籍問題とを関連させるものであったことから、国籍問題

への配慮も必要であった｡92年10月に採択された国籍法ではマケドニア国籍の取得には出

生による場合と申請による場合とがあり、申請による取得の場合は①同法執行後1年以内

に申請し、安定した収入のある成人であること、②申請時までに15年以上マケドニアに継

続して居住する者であることが条件として求められていた（7条)。その為、連邦崩壊後、

コソヴォから流入してきたアルバニア人の様に旧ユーゴ時代に他共和国で出生してマケド

ニアに移住した者は国籍を取得できないという問題が生じていたのだ。そこで94年の国勢

調査では独立前の身分証明書所持者または国籍証明書不所持者を調査の対象に含め、身分

証明書所持者には「ペンディング・カテゴリー（国籍保留者)」として国勢調査票へ記載す

ることで対処された58．こうした努力とOSCE使節団とHCNMによるアルバニア人リーダー及

び市民、マケドニア政府との幾度となく繰り返された面会、説得により、OSCEはアルバニ

ア人に調査への参加の確約を取り付けることができたのであった。そして1994年国勢調査

は、OSCE使節団やODIHRの監督の下、6月21日から7月5日迄に西部のデバル市を除く全

地域で実施された。その結果、全人口193万9877人のうちマケドニア人は66.5％、アルバ

55大庭、前掲論文pp.201-203.

56詳しくは、大庭、前掲論文p、204を参照。

57西村めぐみ（2000）『規範と国家アイデンティティーの形成-0SCEの紛争予防．危機管理と規範をめぐ

る政治過程一』多賀出版、p､212.

58大庭、前掲論文pp.205-206。
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ニア人は22．9％ということがわかり59､デバル市に居住するとされるアルバニア人の数を含

めても40％を占めることはなかった。こうしたOSCEの活動は0SCE自身も「永続的にそこ

に存在することを通して、その使節団は全ての民族グループによる国勢調査の幅広い政治

的な受諾の確立、そしてその全体としての成功的な実施に貢献した60」としている。このこ

とは、マケドニアにおけるナショナル・マイノリテイーの権利に重要な意味を持つ1994年

国勢調査が無事に終了したといえる。

(b)選挙監視活動

次に選挙監視活動であるが、マケドニアでの活動は1994年秋の第1回大統領選挙、欧州

審議会へ加盟する為の必要条件である第2回議会選挙、またODIHRは96年以降のすべての

選挙において監視活動を行っている61．

93年に既存の選挙諸法の修正について欧州の専門家によって、インフラ整備と選挙法自

体に関しての提言がなされた。だが法改正面は94年の選挙実施迄の短期間では政党活動法

を除いてあまり成果を挙げることはできず、多くは96年実施の選挙時に整備されることと

なった。

マケドニアでは92年4月1日以降に発行した身分証明書またはパスポート、国籍証明書

に基づいて18歳以上の国民に選挙権が付与されるが、ここでも国勢調査時に作った「ペン

ディング・カテゴリー」が発生するという問題が生じていた。特にアルバニア人が多く居

住するテトヴォ地域では4割のアルバニア人が有権者名簿に載っていないとの憶測情報が

流れ、主要なアルバニア人政党による選挙のボイコットが危ぶまれていた。CSCE使節団は

事実調査の上、有権者名簿作成の責任者である法務省と名簿を管理している内務省に解決

策を要請した結果、身分証明書を提示すれば即名簿に追加され、投票がその場で行えるよ

うになった62.また、1998年10月の議会選挙では、選挙監視だけでなく、ODIHRがOSCE使

節団と共に当該選挙に先立って新しい選挙法の作成に貢献し、その法律は政党間で幅広い

支持を得たという63。

このようにCSCE使節団は受入国との調整を図り、アルバニア人との間では当初危ぶまれ

たボイコットを回避し、法制度面においても直ぐには対処できなかったものの、その後も

ODIHRと協力することで法律の作成に寄与することができた。

(c)少数民族問題

最後に少数民族問題について見てみる。マケドニアにおいて関与したものは、人口の4％

を占めるセルビア人の新憲法における地位の問題、マケドニア軍へのアルバニア人の登用

59西村、前掲書p､214.

600SCEHandbook,2nded.,Vienna,1996,p.21.

610SCENEWSLETTER(2002)Vol.9No.7/8,p､3.

62大庭、前掲論pp.208-210.

63AnnualReportl998onOSCEActivities,#･SpilloverMonitorllissiontoSkopje",p､7
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の問題等様々にある"。ここでは主に激しい論争が繰り広げられたアルバニア人の教育問題

に焦点を当てることにする。

それまでコソヴォのプリスティナ大学やクロアチアのザグレブ大学へ進学していたアル

バニア人たちは、ユーゴ連邦崩壊により、それらへの進学の手段が断たれてしまった。マ

ケドニア共和国内のスコピエ大学やビトラ大学にはアルバニア人学生受け入れ枠があるも

のの、マケドニアの大学ではマケドニア語による教育が行われていたことから、アルバニ

ア人はアルバニア語による大学開設を調う「テトヴオ大学構想」を94年10月にマケドニ

ア政府に提出した65．同じ頃マケドニア大統領は、アルバニア人の高等教育就学率の低さが

彼らの就業の機会にも悪影響を及ぼしていることに鑑み、アルバニア人教師を養成する目

的でスコピエ大学かスコピエ教育大学に学部（2年間）創設を提案し、HCNMもそれを急ぐ

ように促していた。だがスコピエ大学理事会の反対によってなかなか計画は進まなかった66。

そして許可を待たずにアルバニア人は95年2月にテトヴオ近郊の村で開学式典を開催し、

大学支持者と警察隊との衝突を招いた。これは、マケドニアのアルバニア人によるもので

はなく、コソヴオのプリスティナ大学元教授によるものであったという67。すぐに少数民族

高等弁務官であるストウール氏が現地を訪問し、政府当局とアルバニア人政党代表らと会

合した。そして96年にも母語教育に関して3度訪問した結果、97年2月には2つの国立大

学68で少数民族の言語による講義を導入することを定めた「教育学部法」が成立するという

成果を出すことができた69°

この様に一時衝突事件は起きたものの、その後のストウール氏の早急な対応と精力的な

交渉の結果、少数民族言語による講義が法律で認められたことは、少数民族の教育問題に

おいて民族間の緊張関係を緩和することに一定の成果を挙げることができたといえる。

（3）検討

以上の通り、第2章では国連と0SCEの活動を挙げながらマケドニアでの実際の予防外交

を概観してきた。それでは、国連とOSCEの予防外交の概念がそれぞれの予防外交活動に影

響を与えているのか検討してみる。その際、予防外交の成果についても視野に入れること

にする。

まず、予防外交概念と実際の予防外交活動の関係から見てみることにする。

①予防外交概念と実際の予防外交活動の関係

国連の場合、予防外交とは武力紛争だけでなく政治的紛争も含めるが、その主眼は武力

64詳しくは、西村、前掲書pp､215-217を参照。

65大庭、前掲論文p.211.

66西村、前掲書pp.217-218.

67多谷千香子（1995）「バルカンの安定とマケドニア情勢（続)-0SCEスコピエミッション」『時の法令』
第1509号、p.53.

68国立大学での少数民族言語による講義は、国政レベルでの公用語化の第一歩となり得る。

69大庭、前掲論文pp.211-212。
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紛争発生前にあり、武力紛争終結後の「平和建設」までは含まない活動であった。国連の

行った予防外交は派遣当初、マケドニアの国家承認と経済制裁に対する国境監視が主要課

題であった。UNPROFORが派遣された当初のマケドニアは、武力紛争が発生してはいないも

のの国家承認や経済制裁といった政治的問題が生じており、民族対立が危ぶまれている段

階での関与であった。そして、その撤退の時期は、コソヴォでの緊張はあったものの、マ

ケドニアで武力紛争が発生する前の99年2月であった。これらのことは武力紛争発生前の

活動を主眼とした国連の「予防外交」の対象とする活動であったといえる。

ではOSCEの場合はどうか。OSCEの場合、予防外交とは「早期警報」「紛争予防」「危機管

理」「紛争後復興」といった紛争の4段階を総称したものであり、予防外交といえるにはこ

れら4段階を通して関与する必要があった。そしてOSCEにおける予防外交は武力紛争に至

らない段階での「早期警報｣、「紛争予防」と武力紛争発生後の「危機管理｣、さらに武力紛

争終結後の「紛争後復興」を対象としており、国連の予防外交概念よりも広義のものであ

った｡OSCEの使節団が派遣された時期はマケドニア国内には非合法な民族問題は存在せず、

派遣当初の主眼点はセルピア共和国内コソヴオ自治州でのアルバニア人の動向であったこ

とから、その時点での派遣は「早期警報」の段階であったといえる。また、国内情勢も視

野に入れるようになった93年以降は、主に国勢調査、選挙監視活動、教育問題等武力紛争

にまでは至らないものの民族問題が発生している段階であり、「紛争予防」の段階での活動

であるといえる。これらは、武力紛争発生前の政治的な争いの段階での活動であった。前

節ではUNPREDEPの撤退する99年2月迄の活動を概観したが、その時点までのOSCEの予防

外交活動は、武力紛争発生以前の段階での活動であり、紛争の4段階から見るとそれは「早

期警報」「紛争予防」段階での活動に止まるものであった。したがって、OSCEの99年2月

迄のマケドニアでの活動は紛争の4段階全てにおける活動ではない為、0SCEにおける「予

防外交」ということはできない。OSCEの場合、「予防外交」といえる迄にはもう少し後の状

況も見てみる必要がある。

先にも述べたが98年2月、コソヴオ解放軍(KLA)とセルピア治安部隊との間で武力衝

突が発生した。国際社会の和平案を新ユーゴ政府が受け入れなかったことからUNPREDEPが

マケドニアから撤退した翌月の99年3月24日にNATOが新ユーゴ空爆を開始し、大量のア

ルバニア人難民がマケドニアに流入した。6月には和平案が受諾されて空爆は終結したが、

その後の治安は安定しなかった。マケドニアでは、2001年2月末に北部国境地帯でアルバ

ニア人武装勢力・民族解放軍(NLA)の活動が活発化し、その後、テトヴオ、クマノヴォ地

域での緊張が発生した。状況を鑑みたOSCEは使節団の規模拡大70と国境監視の強化を行っ

た。またそれ以外にもOSCEの使節団はODIHRとの危機管理セミナーの実施、HCNMの南東欧

大学設立（テトヴォ）の支援、紛争当事者の対話の促進等をすることで、民族間の緊張緩

和に努めてきた。これらは、紛争の拡大を防ぐ為の武力紛争発生後の活動であり、OSCEの

704月には16名、7月には26名、そして9月には159名（信頼構築監視要員72名、警察顧問60名、警察

訓練員17名、文民要員10名）へと拡大した。AnnualReport2001onOSCEActivities,(QOSCESPILLOVER
IIONITORMISSIONTOSKOPJE",p.31.
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いう「危機管理」段階に相当するといえる。そして2001年7月には停戦が、8月13日には

マケドニア系代表とアルバニア系代表との間で枠組み合意71が成立した。

その後この枠組み合意に基づいて、11月には長期間に亘り難航したマケドニア憲法の改

正が､2002年1月には地方自治法の改正がなされ､6月には15法案の採択が完了している。

そして2002年9月15日の議会総選挙72ではOSCEの使節団がODIHRの選挙支援を行い、選

挙が平和裏に実施された結果、マケドニア人とアルバニア人による連立政府が発足した。

この選挙は、「マケドニアに対話を基調とした多民族社会を構築する上での重要なプロセ

ス」とされている73．その後もOSCE使節団とODIHRは活動し、2005年の地方選挙では、選

挙違反について指摘している74。このようにOSCEは紛争終結後もマケドニアにおいて活動

しており、このことは紛争の4段階の最後である「紛争後復興」にあたるといえる。

以上のことからOSCEはUNPREDEPが撤退した99年2月以後も活動を続け、これまでに紛

争の4段階全てを通して関与している。国連とOSCEはその予防外交の概念が示す時間的な

観点の通りに活動を展開してきたといえるのだ。

②活動の成果

ではその活動の成果はどうであったのか。

国連の場合、UNPROFOR派遣当初の課題はマケドニアの国家承認問題と経済制裁に対する

国境監視であった。その成果を国際機関への加盟や経済制裁実施国との関係改善で図るこ

とができるとすれば、95年に果たしたOSCEや欧州審議会への加盟、NATOとのPfP締結は

国際社会での地位を確保したことになる。また経済制裁実施国であるギリシアとの関係も

「暫定協定」調印によって外交関係が樹立されたことを見ると、これらは国連の成果であ

るといえる。しかし、既に述べた通り、国連は欧州審議会加盟の条件である94年議会選挙

に途中参加していたとはいえ、その成果に至るまでの国連の具体的な監視活動については

本稿では詳細に論じることができなかった為、これらが本当に国連の予防外交による成果

であったかは確信できない。今後更なる調査・検討する必要がある。とはいえ、UNPREDEP

が撤退した直後にマケドニア情勢が悪化したことは、雨野統も述べている様に、国連のそ

れまでの活動が成果を挙げていたということができるだろう75.

次にOSCEの成果について見てみる。前節で記した通り国勢調査問題、選挙監視活動、少

数民族の教育問題は、やや混乱は生じたものの一応の成果を上げることができたといえる。

7'その内容は、①アルバニア語の公用語化、②各民族の平等を憲法に記述すること、③アルバニア人警察

の採用等である。松元洋(2001)「マケドニア和平合意と解消されない市民の不安」『世界週報』2001年9
月11日号、p.22.

72日本も｢南東欧地域の平和と安定に向けたわが国の貢献の一環として｣､3名の選挙要員を派遣している。
外務省ホームページ「マケドニア議会総選挙に対するわが国選挙監視要員の派遣について」（平成14年9
月13日く唾迦;//www.mofa.go・jp/mofaj/press/release/14/rls_O913a.html>Lastvisit2006.120.

73前掲ホームページ。

74外務省ホームページ「最近のマケドニア情勢と日本．マケドニア関係」

<http:"www.moftl.go.jp/mofaj/area/macedonia/kankei.html>Lastvisit2006.2.20

75雨野、前掲論文p.391。
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また、99年2月以後の活動でも、議会総選挙の監視や紛争当事者の対話の促進を行うこと

で当事者間の信頼を醸成したことは、その後の枠組み合意の成立やマケドニア人とアルバ

ニア人による連立政府の発足に何らかの影響を与えたのではないか。だとすれば、これら

の活動も一定の成果を挙げているといえる。

以上の通り国連とOSCEは、これまで論じてきたマケドニアに存在した問題に対処、一定

の成果を挙げてきた。また、それぞれの任務はマケドニア情勢に応じて拡大されており、

0SCEのみならず国連でも包括的な手段による活動を行ったといえる。

結び

本稿は、第1章で冷戦終結による紛争形態の変容が「予防外交」という新たな概念を生

んだこと、そしてその予防外交を積極的に行った国連とOSCEの予防外交概念の比較を行っ

た。第2章ではマケドニアの事例を紹介し、国連や0SCEの行う予防外交活動を第1章で比

較した予防外交概念と関連させて見てきた。また、マケドニアでの予防外交の成果につい

ても検討してみた。第1章、第2章を通していえることはマケドニアでの予防外交の特徴

が包括的なアプローチでなされていたということである。それには、①紛争の各段階を通

して関与する「時系列的包括性｣、②紛争の各段階における手段の包括性、③実施主体にお

ける包括性がある。これら包括的アプローチ、特に手段の包括性は、OSCEがCSCE時代から

模索してきた安全保障への取組みの1つである。マケドニアの予防外交は、国連をはじめ

地域的国際機関も関与してきたが、特にOSCEは紛争の各段階を通して包括的な手段で活動

してきた。このことは、マケドニアでの予防外交が包括的アプローチによるものであった

ことを示し、予防外交が一定の成果を挙げることができた1つの要因となったと考えられ

る。

最後にOSCEと日本の関係に触れながら今後の日本の紛争予防への取り組みについて考え、

結びにかえることとする。

日本とOSCEとの関係は予防外交の必要性が高まった92年のヘルシンキ首脳会議におい

て始まる。この会議で日本は首脳会議、外相理事会、高級事務レベル委員会といったOSCE

の主要会議に招かれ、発言権を有するこが決定された76・日本が関与する分野には①兵器の

拡散・移転などグローバルな問題、②国連をはじめ国際機関との協力が問題となる分野、

③日本に直接影響が出る安全保障などの分野、がストックホルム外相理事会で挙げられて

いる。OSCEとの関係が樹立されたことにより、日本はユーゴ紛争の際に5名（うち3名が

スコピエミッション）の要員を長期駐在使節団に派遣し77、ボスニアの選挙では96年9月

実施時には5名の監視要員を､97年9月14日実施時には15名の監視要員を派遣78すること

でOSCEによる予防外交に貢献している。日本がOSCEの会議に参加することについては、

76外務省（1992）『平成4年度版外交青書』、国立印刷局、p､261.

77雨野、前掲論文p.388.

78その他、96年9月選挙では29名の選挙管理要員と2名の長期専門家を、97年9月選挙では12名の選挙

管理要員と2名の長期専門家を派遣している。
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日本からの資金の期待があるのではないかとの指摘がなされる。だが、日本政府代表とし

て初めて0SCEの首脳会議に参加した松永信雄元米国大使は、当時0SCEがまだ国際機関で

はなかったことから意見や情報の交換が目的だとしている79．国際機関となった現在では、

「協力のためのパートナー」としてOSCEとの関係を保持している。

日本はこれまで、紛争予防に前向きな姿勢を示してきた。そしてG8では、包括的な紛

争予防を推進しているがそれはまだ発展途上にある。OSCEは包括的安全保障を掲げ、マケ

ドニアでの予防外交を実践し一定の成果を挙げてきた。OSCEの予防外交は、包括的アプロ

ーチによる予防外交を推進している日本にとって良い手本となりえるだろう。
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会社経営における人的資本有効活用方法

久保田英梨子

要約

大学内起業ベンチャー有限会社ハイカラの設立から携わった経験から､会社にとって最も重要なものは

社員である人的資本だと考える。その人的資本を会社の使命である利益を上げること、の為に有効に活用

するには、社員のモチベーションをコントロールすることが重要である。職種や会社形態にあわせてその

ための最善の方法を検証した。それは、リーダーが社員が無意識のうちにモチベーションマネジメントを

行うことで、社員たちは通常業務に集中しながらにして効率的に結果が得られるということである。この

方法により、会社の新たな可能性が広がる。

1はじめに

私は、大学内で有限会社を立ち上げるという企画が跡見学園内で興った時、その最初の

段階から携わる経験をすることが出来た。その会社名は、跡見学園がモデルになっている

と言われる漫画『ハイカラさんが通る』から「ハイカラ」と名づけ、世に送り出した。有

限会社ハイカラは、跡見学園女子大学マネジメント学部の教員の方々が出資者となり、登

記上の社員として構成された会社である。実際の経営については、同大学内の学生が社員

である出資者の教員から業務委託を受けているという形をとり、経営を行う。学生の中の

代表者は執行役員となり、他の学生の社員たちも法的責任を受けることがないよう保護さ

れている。そして、私は初代学生代表に就任し、2年間に渡り会社を維持し、利益を出す

ために会社を運営してきた。

会社を起業するということは、ある目標を持ち、その会社を経営・運営し維持していく

ことだ｡会社を維持し､更にそれ以上に向上･発展していくために資金を作り出していく。

そのために会社は何をし、会社に所属する人間は、何を目標として働くのだろうか。ハイ

カラという一つの会社を経営した記録と、ハイカラという実践の場から、会社にとっての

重要なものを再確認する必要があると感じた。がむしゃらでも一生懸命でも、上手くいか

ない時は上手くいかないからだ。何か方法を見つけない限り存続自体の危機に陥ると感じ

た。

ここは日本である。日本には日本的経営（日本型雇用システムとも言う）が存在すると

いわれる。それと同じように、海外流の会社経営の仕方も存在する。近年では、賃金制度

や雇用形態、組織形態にも、海外の風が流れ込むようになった。バブルが崩壊してからの

日本は今までのような終身雇用、年功賃金、企業別組合といったやり方が上手くいかなく
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なってきていると感じ始めたことで、今までとは違った方法を必要とした。するとより利

益を上げている海外流のやり方を取り入れようとする動きが見られるようになった。書店

でも多数の海外の起業家の自伝本などが並んでいる。起業を夢見る人や管理職の人、経営

者たちはそのようなものに目を通すことで、新しい経営の方法を模索し続けている。新し

いとは、従来のやり方ではない方法をとることだ。よりよい方法を考えることはスムーズ

な経営を行い、差別化を図ることができる、最も確実な手段である。その方法は利益とい

う結果でしかその価値が表に浮き出てこない。会社は収益を上げていかなければ消滅して

しまうものであるから、それらを必死で探し、自分の信じる方法で会社を経営して行くの

が、経営者の義務である。

ハイカラという会社を通して浮き彫りになった事実は、経営は社長だけが行うことでは

なく、会社に所属する社員全員によって成り立っているということだ。仕事が勝手にやっ

て来てお金になってくれるわけではない。どのような方法で誰が業務を遂行していくかを

リーダーがコントロールし、同じ目標を持つ社員が最善の方法を行っていく、つまり会社

における資本の中で最も重要なものは社員・人的資本であるという結論である。人的資本

とは人間が身につけている知識・技能を意味する。言い換えれば、個人個人を経済的価値

へと転換したものとも言える。人がいれば良いわけでもなく、優秀な人間のみを集めれば

良いわけでもない｡限られた人的資本をいかに有効に活用するかはリーダーの役割であり、

その方法が重要であるということだ。

主に､会社を経営していくにあたって必要とされる学問は､経済学､経営学､人事管理、

マーケティング、といった実践的なマネジメントの側面からの見方と、社会心理学、産業

心理学、マーケティング心理学、という心理学の側面からの2つに分けられる。この2つ

の学問の関係の重要性は、近年注目を集め始めた。大学の学部でこの両学問を同時に学ぶ

学部が設立され始め、職場でのパーソナリティーについての会社の意識の高まりなどで研

究の幅が広がってきている。しかしながら、時代の流れによって生み出されたこの両学問

の重要性はまだ新しく、事例が少ない。私は、この2つの学問は融合し、共に研究する必

要があると考える。それぞれが各々の学問のみの考え方に固執せず、臨機応変に利用・適

用することで、企業組織の枠組みを広げ、可能性を大きく広げていけるはずである。そし

て様々な側面からの方法を利用し、最大限に人材の持つ力を引き出し、その力をもって利

益を生み出すことで会社の目標を達成すると同時に社員の自己の目標を達成することが出

来るようになる。人にとっての会社で働くという意味と、それをいかに充実したものにし

ていけるかということを追求する。

人間の組織行動において様々な要因があると言われているが、私は、モチベーションに

焦点を置いて論じて行きたいと思う。上記の、マネジメントの視点からと心理学の視点か

らの2点で比較し、組織における人的資本を有効に利用するための最も有効な、モチベー

ションを管理する方法を検証する。私がリーダーとして会社を運営した結果として、最善

の方法だと考えるのは、社員が無意識のうちにモチベーションのマネジメントをリーダー

が行っているということだ。リーダーが行うメリットは、社員が余計な考えを膨らますこ

となく、通常業務に集中しながらにして、効果的な結果を得られるという効率を考慮した

上である。これからの章でその方法を考えて行く。
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社においてはカリスマ的リーダーでも現れない限り、管理者を置くことは、その人を独裁

者にしてしまうことになる。元々友達であったか、この会社で友達になった人間が集まっ

ているため、横組織の方が断然有効だと思われがちであるが、それはモチベーションが明

確でありその状態を維持しているという条件が満たされている時に限ることだ。その場合

には、こちらからフィードバックをする前に、自ら報告を行い、次の仕事を探して自ら動

けるという状態であるからだ。しかし、この状態は長く続くことはない。なぜなら、目標

が達成されると、目標を失い働く意味を再設定するまでに時間を要するからだ。目標はた

とえ他人が設定してあげたところで、本人が納得して受け入れない限りは、自発的行動へ

と駆り立てるモチベーションにはなり得ないことは明らかである。そこを、いかに無意識

の潜在意識の中で、自分で動機付けを行ったと錯覚させることが出来るかで、目標再設定

後の始動までの時間短縮を図ることが出来ると考える。

そして、ピラミッド型が大企業で有効な理由は、部下は上司に対して指示を求めている

からである。上司という権力を行使して指示を受けたと感じても感じなくても、部下から

すれば自分自身が動き易いからである。ベンチャー企業などでフラット型組織が多く見ら

れるのは、皆がモチベーションを強く意識し、自らの力を発揮したいと願う意志が強いか

らである。リーダーとの関係も既に良好といえる仲である場合が多く、人間関係において

それほど重点を置く必要がなく、通常気にすることは仕事に重点を置くことができるから

である。ハイカラでは、後者のベンチャー企業に近いモチベーションを持っていることを

前提としていたため、フラット型を選考したわけだが、意思決定に関してはフラット型、

情報を流す場合にはピラミッド型と種別する必要があった。

3心理学の視点から人的資本を活用する

（1）働く意味、欲求の観点から

欲求とは、欲しがり求めることであり、固体の不均衡の回復とよりよい状態を求める生

理的・心理的準備体制のことである。人間は欲求を満たすため、目標を定め（動機)、具体

的な行動（意図）をとり、特定の効果（結果）を求めるのである。具体的状況下で、活性

化した欲求を動機･動因と呼び､刺激を与えて欲求を活性化させることを動機づけといい、

意図とは特定の具体的な行動をもくろむことであり、動機より狭い内容を意味する。

人間は働くことを通して自分を表現し、主張し、他の人と知り合い、仲間としての共感

を分かち合い、更に人間として成長していく。これが「自己の対象化」としての働くこと

の真の意味である。

個人は企業組織において、単に賃金を得るためのみに働いているのではない。個人にと

って働くことは同時に、自分らしく生きることと同一でなければならない。個人は企業組

織の手段ではなく、企業組織はむしろ個人のために人間社会のために存在するべきもので

ある。

①欲求階層説

マズローの欲求階層説という有名な考え方がある｡マズローはまず人間の欲求を分類し、

それらは低次なものから高次なものへと階層を構成すると考えられた。最も低次なものか
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ら順に、①生理的欲求②安全の欲求③所属と愛情の欲求④承認の欲求⑤自己実現の欲求と

なる。このなかで低次の欲求は欠乏欲求と呼ばれるのに対して、自己実現のような高次の

欲求は成長欲求と呼ばれ、性質が異なる。これらの欲求の充足と発現には法則性がある。

基本的には満たされない欲求がその人を支配し、その充足へ向けた行動へと人を駆り立て

ることになる。満たされた欲求はその人の行動への影響力を失い、次に発現した欲求が行

動を支配するようになる。欲求には優先順位があり、低次の欲求が満たされて初めて高次

の欲求が現れる。自己実現欲求は満たされても力を失うことはなく、さらなる自己実現へ

と人を導く。「衣食足りて礼節を知る」ということわざに如実に現れているように、欲求の

階層説は我々の日常感覚に訴えるところがあり、納得しやすいものである。特に、高度成

長期を経てモノの不足がなくなった時代に生きる我々は、精神的な充実感により大きな価

値を見出すようになってきている。働く場においても、とにかく儲けられればよいという

のではなく、金銭的には少々の不満があっても充実した仕事をしたいといいう思いを多く

の人が抱いているのではないだろうか。しかし今までマズローの理論は実証実験によって

は支持されてこなかった。階層説を支持する根拠が必ずしも-'一分とはいえないにも関わら

ず、この考え方が浸透している背景にはこうした我々の日常感覚が存在すると考えられて

いる。

マズロー醗畿慾(議蕊)厳溌溌と懲溌鱒窟溌
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（2）モチベーション理論

①動機付け一衛生要因理論（外発的動機付け要因）

ハーズバーグが提唱した動機付け－衛生要因も非常に大きな影響力をもった考え方であ

る。仕事に関することで、私たちは満足や不満を感じるが、それは、満足する条件が十分

にあるか、不足しているかによって決まる1次元的なものとして捉えがちだ。例えば、給

与の額が多ければ満足し、少なければ不満であるということなどがそれにあたる。しかし

ながら、ハーズバーグが明らかにしたことは、常識的な考えとは異なるものだった。ハー

ズバーグは、過去の仕事において特に満足した経験や不満であった経験を面接調査によっ

て調べ、その特徴を検討したところ、満足をもたらす条件と不満足をもたらす条件が異な

るという結果を得たのだ。つまり、満足をもたらす条件の欠如は満足なしという状態を生

み、不満足をもたらす条件がなければ不満足なしという状態をもたらすということだ。こ

の満足をもたらす条件は動機付け要因とよばれた。具体的には、仕事そのもの、達成感、
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成長、責任などの仕事そのものの性質に関わる要因だ。不満足の条件は、給与、上司や同

僚、職場環境などの仕事を取り巻く環境に関わる要因で衛生要因と呼ばれた。満足という

ものが従業員のモチベーションを高めるのであれば、モチベーションを高めるためには仕

事そのものを充実させ、動機付け要因を高める必要があるとの結論が導かれる。つまり、

職場環境をいかに快適にしてもそれは仕事への意欲を高めることにはつながらず、意欲を

高めるためには仕事そのものを充実感が感じられるようなものにするべきであるというこ

とになる。ハーズバーグの考え方はその後の労働の人間化あるいは職務充実という働き方

の変化に1つの理論的根拠を与えた。

②内発的動機付け

対になる外発的要因との相互作用があることが示された。典型的な実験では、パズルを

とくような面白さを感じられる活動に従事している被験者に対して、金銭などの報酬を与

えるか、あるいは何も報酬を与えないかのどちらかの条件が設定される。その後、被験者

には自由な時間が与えられ、同じ活動を続けても、ほかの事をしてもよいとされる。デシ

はこのような場合、報酬を打ち切られると、報酬をもらった被験者はもらわなかった被験

者より自由にパズルを解かなくなることを報告し、これを報酬を与えることによってパズ

ルをとく行動の内発的動機付けが低下したものと解釈した。一般化すれば、内発的に動機

付けられた行動に外的な報酬を与えることは、内発的動機付けを減少させることになる。

③期待理論

ごく簡単にまとめるなら、人は努力することによって自分にとって満足できる結果が得

られると期待できるときにやる気になるということである。

④公平理論

報酬の有効性はその絶対的な額の大きさのみで決まるわけではない。働きに見合った額

の報酬を貰いたいと多くの人間は感じている。公平理論では、人は自分が組織に対して行

った貢献の見返りとして得た結果の交換比率を他者と比較し、自分が公正に扱われている

かどうかを判断すると。自分の得た結果／自分の貢献＝比較他者の得た結果／比較他者の

貢献のバランスが崩れたとき、それを回復しようとする動機付けが生じる。

⑤目標設定理論（ロックとザラム）

仕事への意欲、その結果としての業績を左右するのはその人が設定したレベルにあると

いうことだ。この考えでは、よく働く人は目標を高く設定しているからよく働き、働きの

悪い人は、目標の設定が低いからあまり働かないということになる。目標が働く意欲を高

めるためには、目標は困難で明確でなければならない。目標の困難さと明確さの2つが、

モチベーションとっては最も重要な変数だ。たいして努力しなくても達成できるような目

標や「最善をつくせ」というようなあいまいな目標ではモチベーションを高めることは出

来ない。また、目標の効果を高めるために、①フィードバック②目標へのコミットメント

③自己効力も重要だ。
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⑥動機づけを高める方法

1．自発的な行為に繋がる知的好奇心・興味・関心を喚起する。

2．目標に対する価値や意義を認識させる。

3．達成可能な目標を設定する(成功や達成の見こみが五分五分の挑戦的な目標を与える)。

4．目標を明確にし、それを自覚させる。

5．自分の力で成功した喜びを感じ取らせる（効力感の獲得，例えば自分の努力で成功し

たという体験をもたせる)。

6．行為の主体は自己であるという意識を持たせる（自己原因性を自覚させる)。

7．成功や失敗の原因を正しく認知させる。

8．行動の結果をフィードバックする（学習や」動機づけを促進させる「結果に関する知

識」を与える）

9．競争と協同を利用する。

10.賞罰を適切に与える。

（3）報酬とやる気の相互性

ハイカラ設立当時、学生の社員たちと考えたことがあったのだが、自分たちは1銭もだ

さずに大学の中で会社を持たせてもらえるのだからお金が沢山ほしいという考えはやめな

いか、といったものだった。勉強させてもらっているということを常に意識しようではな

いかということだ。だから、「お金のためにやろうというのはよそう」という考えがいつで

も逃げられる状況を作り出してしまった可能性が考えられる。お金をごく僅かしか貰って

いないのだから、私には働かなくてもいい権利がある、という主張を生んだことが考えら

れる。

社員にとって、モチベーションの主たる要因は賃金だと考えられがちである。しかし、

賃金は「衛生要因」であり、これだけで社員のモチベーションを高めるのは困難であるこ

とは先に説明した通りだ。つまり、衛生要因を整えても、不満足なしの状態であって、満

足の状態にはなり得ないのだ。それ以外に「動機づけ要因」である人間的成長や仕事の充

実を促す要因が重要なのである。しかし、衛生要因も不満足をもたらす条件が揃えば、不

満足ありの状況を生み出す。賃金は働く意欲に繋がらないとは言いつつも、賃金を得られ

ないことも､問題であった｡賃金だけを動機にして働く意欲を促すことは間違っているが、

社員にとって自分の納得の行く金額の賃金を得られないことも意欲を低下させるというこ

とだ。では何が標準値なのかという問題が出てくるが、それは他者との比較である。自分

と同じ国に住む、似たような内容の仕事で、同じ位の地位である、自分と同じ位の条件を

備えた他の人の給与との比較なのである。

例えば、好きを仕事に、という言葉が雑誌のタイトルになる程に流行しているが外的正

当化のせいで本来存在していたはずの内発的動機付けが損なわれた、ということはないだ

ろうか。「どんなに好きでも職業にして報酬を貰うようになるとつまらなくなる｡」とよく

言われたもので、むしろ嫌いになることもあるだろう。仕事はつらいことを乗り越えるべ

きものだという認知は無意識のうちに行われる。例えば給料が少なければ報酬という外的
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正当化の不十分さを補うために良い側面に目を向けようという無意識の意識が働くだろう

し、給料が良ければ貰うのだから仕事はきっちりこなさなければ、と思うのだろう。

怖いことは、いずれも本人の意識の中にはない無意識の部分で行われることである。

人は時にそのことが起こる要因を自らのどの部分で起こっているのか認識できないときが

ある。つまり、この無意識を利用し、リーダーが動機付けをコントロールするのである。

（4）リーダーシップとフォロアーシップ

リーダーシップを理解しようとする場合、フオロアーシップについて知っておく必要が

ある。両者は表裏一体の関係であり、片面のみ理解しても、リーダーシップの本質を理解

したとはいえない。フォロアーシップとはリーダーに協力する姿勢のことである。方向付

けを与えるなど目標達成に向けて働きかけるのがリーダーシップであるとすれば、それを

受け入れ、実行することがフォロアーシップの機能である。

リーダーシップは組織の人間の行動に対する影響力に関わる概念であるものの、リーダー

が他者の行動に影響を及ぼすことができれば、そこにリーダーシップが必ず存在するとい

うわけではない。リーダーシップには組織の人間がリーダーに従うかどうかを自分の意志

で選択できることが前提とされている。つまり、リーダーの影響力が何らかの強制力を伴

うものであり、組織の人間にとって、その指示に従わない自由が実質的に与えられていな

い場合には、リーダーが発揮したものをリーダーシップとは呼ばないのが普通である。こ

のように何らかの強制力を伴った影響力をリーダーシップとは呼ばないことは、組織の公

式的権限をもつ管理者が行使する者が必ずしもリーダーシップではないことを意味する。

公式的権限を持つことは確かに組織の人間に対して影響力を行使できる根拠の1つとなる。

しかし、フオロアーである部下に報酬や罰を与えたりする公式的権限を持った管理者の指

示は部下には何らかの影響力を伴うものと受け止められやすい。したがって、もし部下が

その強制力ゆえに管理者に従うのであれば、リーダーはリーダーシップを発揮したとはい

えないことになる。

リーダーシップについては多くの研究者により、様々な理論が提唱されてきた。初期の

段階の20世紀初期から、時代は変わり研究も進んできた。現代に近づくにつれ、内容は複

雑さを増していく。単に目標を遂行し人間関係を良好に保っていけばよいということに留

まらない。その状況判断までも明確に、細かく分類することで、リーダーの職場統制のた

めの行動の非効率的な現状から、リーダー自身に役割をより細かく理解させることで、リ

ーダーシップの可能性を広げた。初期の2次元理論を前提とした新しいリーダーシップに

ついての理論をこれから説明する。本論文においては初期の2次元理論などの細かい説明

は避けることとする‘

LMX理論

リーダーシップ論の数ある理論の中からLMX理論に焦点を絞る。一般的にリーダー

とフオロアーとの公式的な関係はどのフオロアーでも同じということが前提とされている。

しかし現実には、リーダーは集団内の一部のフオロアーを内輪の人間として他のフォロア

ーよりも信頼して関係を強めるということは珍しくない。このようにリーダーが内輪の人

間とそうでない人間とを区別することを前提としたリーダーシップ論としてLMX理論が
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ある。

この理論によれば、リーダーは時間の制約などいくつかの理由により、フォロアーを均

等に扱わないと考えられた。リーダーは早い段階でフォロアーのデモクラフィ要因や明確

なパーソナリティーから内集団と外集団に分ける。内集団の人間には時間をかけて好意的

に接するのに対し、外集団の人間には余り時間をかけない。つまり、リーダーは一人ひと

りのフオロアーとの間に関係密度が異なる一対一の上下関係をフォロアーの人数だけ持っ

ているという考え方だ。これは成果主義制度の不具合の原因の一つであると考える。人間

対人間であるから、期待をかけても答えてくれない、同じモチベーションを抱くことを拒

否する人間に対して、それ以上の強要ができるだろうか。普通の人間であれば、ある程度

の段階で見切りをつけるのではいだろうか。リーダーならそれをするべきだという意見も

あるだろう。しかし、それは効率的とは言えない。打っても響かないより打つ前に鳴いて

くれる方が時間短縮、コスト削減、全てがスムーズだ。しかしそれを強調し、あからさま

に行うことは組織統制においては人間関係という面で不具合が生じかねない。

とにかくどの理論を取り上げたとしても、リーダーがどのような態度でフォロアーたち

をまとめていかなければいけないかということは同じ結果だ。社内における生産性にも、

人間関係にも、両方等しく、相当な分量で力を注ぎ、統制に務めることだ。しかも状況や

相手に応じて対応を変化させる必要がある｡そして仕事もフォロアーたちよりもしている、

できるという人間でなければ、リーダーシップをとることは出来ない。フォロアーが認め

られない人間に結果として従ったとしても、その認められない人をリーダーであると選択

してはいないからである。結果従ったとしてもそれはリーダーシップではない。命令とリ

ーダーシップは異なる。

ハイカラでのリーダーシップは、公式的権限はあるようでないものだったし、強制力も

伴っていなかった。フォロアーがリーダーであると選択してくれるよう、リーダーである

自分自身は自ら細かい仕事を進んで行い､リーダー自身が全てに目を配ることを心がけた。

そしてフオロアーには命令されているという認識を与えないようにした。しかし、フオロ

アーに頼もうとしない姿勢はかえってフオロアーの自発的行動を抑制した可能性もある。

やってくれているならいいか、という認識を生みかねなかったし、組織にとってあなたの

存在が必要ですよ、ということを表現してあげることで、モチベーションを確保できたの

かもしれない。

4．結論

「会社経営における最も有効な人的資本へのアプローチ方法」

どんな状況にも当てはまる理論が存在しないように、職場それぞれに適応する理論は異

なるという考え方は不思議なことではない。リーダーは、状況に応じて自分の行動の範囲

をコントロールしなければならない。LMX理論でも述べたように、リーダーは一人ひと

りのフオロアーとの間に関係密度が異なる一対一の上下関係をフオロアーの人数だけ持っ

ているという意識が必要だ。一人ひとりに伝える手段、促す手段は異なる。それをきちん

と見極めなければならない。しかしリーダーは世話人ではない。他の社員、フォロアーた
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ちと同じ人間である。だから最終的に目標設定から目標達成までの間には自己の有利性を

考え、リーダー行動を選択するということになる。リーダー自身が何をモチベーションと

してリーダー行動をとるかということだ。通常リーダーのモチベーションは組織を上手く

統制することだ。組織統制はリーダーの目標、それを達成するためにフオロアーに目標を

設定し、モチベーションを見出してもらう。

そのモチベーション管理についての2つの視点からのまとめとして、マネジメント的視

点では｢賃金制度や組織形態を改良することにより仕事に対する意欲をコントロールする｣、

心理学的視点では「リーダーが社員の無意識のうちに、目標設定を行い、モチベーション

を生み出すことで仕事に対する意欲をコントロールする」ということに重点を置くことが

重要だ。

それでは、この論文から導き出した方法を総合的にハイカラに適応するものと一般企業

に適応するものを比較する

賃金制度

組織形態

欲求と働

く動機

動 機と 賃

金の関係

リーダー

シップと

フォロア

ーシップ

一般企業

年功賃金制度に仕事内容・貢献状況に

よりプラスα及び勤務態度によって

はマイナスを成果主義的見方として

導入

大企業ではピラミッド型を、ベンチャ

ー企業や小規模な会社ではフラット

型

自己の対象化

働くことを通して自分を表現し、主張

し、他の人と知り合い、仲間としての

共感を分かち合い、更に人間として成

長していく

自分が組織に対して行った貢献の見

返りとして得た結果の交換比率を他

者と比較し、自分が公正に扱われてい

るかどうかを判断するので、本人の分

析により納得のいく額が妥当な額

フォロアーがリーダーであると選択

した人間がリーダーシップをとるこ

とが出来るので、人選が最重要項目
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ﾉ、イカラ

年功賃金制度に仕事内容･貢献状況に

よりプラスα及び勤務態度によって

はマイナスを成果主義的見方として

導入

意思決定においてはフラット型､情報

を流しフィードバックを行う際には

ピラミッド型と、種別

勉強させてもらっているのだから、お

金を沢山もらえないので、経験を買っ

たと思って時間を割いてきたことで

内発的動機付けを外的正当化では補

うことができず､モチベーションを保

つことが困難だった

今納得の行く報酬を与えて、調和を保

ち、内発的動機付けを受け入れさせる

与えなさ過ぎることも、意欲を低下さ

せるので､貰ったという既成事実によ

り働かざるを得ない額を設定

与えすぎず、与えなさ過ぎず

モチベーションを保つこと自体が困

難であるから、リーダーは絶対的に必

要、フォロアーにはフォロアーとして

の自覚を理解させることから始める
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様々な理論全てを取り入れ、リーダー1人で実現させることは不可能だ。勿論それらの

理論全てが適応するわけではない。しかし、リーダーだけは、どんな状況でも自分の役割

を忘れてはならない。決してその人のパーソナリティーが評価されてリーダーになったわ

けでなくても、リーダーの役割を果たすことができる人間であると評価されてなったのだ

から、その意識を持ち続けていくことは義務だ。フォロアーたちの無意識の潜在意識のう

ちにモチベーションを喚起することは高度であり、リーダーの目を配る範囲も拡大し、困

難だ。セルフマネジメントという理論は、現段階の社会で導入することはリスクが高すぎ

る。急激に制度が転換していくことはまだない。だから、リーダーがフオロアーに対して

行うモチベーションマネジメントはまだまだ続く。リーダーには荷が重いようだが、結果

として、それは全て自分のためだというモチベーションを作り上げることで、自分自身を

行動に駆り立てることが出来る。

リーダーは無意識のうちにフォロアーのためにしていることと自分のためにしていること

を重ね合わせ、自分のモチベーションをコントロールすることができるのである。

時代が変わって行く様に、人々の常識も変わっていく。特に経済や社会情勢は常に変わ

り続ける。だから会社にとって最善だと思われる理論も時代と共に変化し続ける。現代に

おいて、モチベーションを維持し、コントロールすることによって効率化を図ることが、

本来の業務に専念し、業績を上げるための会社の使命である。

会社にとって重要なものが会社の社員であることは当たり前であり、あえて重要視され

ないことだ。しかし、会社と社員の関係が特殊であった有限会社ハイカラを運営すること

により、その根源であった社員のパーソナリティの大事さ、モチベーション維持の困難さ

に目を向けることになった。今後、自分のモチベーションをコントロールすることに役立

て、更にハイカラでも役立ってくれることが、代表として最後に出来る会社への還元であ

る。
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現代女性の消極的選択としての晩婚化

～女性の社会進出は晩婚化の原因か～

澁谷美佳

要約

少子高齢化社会が到来した。近年の少子化の原因の一つとして、晩婚化が挙げられている。そして、そ

の晩婚化は女性の社会進出によってもたらされるとの主張がなされている。では、ここで言われる女性の

社会進出とは何か､そのことが晩婚化にどのような影響を与えているのかこの点が問題となる。検討の結

果、結婚前の男女の雇用形態の差は縮まっているが、結婚後の男女格差は依然として大きい。これが働く

女性にとって機会費用を高めて、結婚をしたくない消極的な理由となり、晩婚化が進むことが判明した。

すなわち、女性の社会進出が晩婚化の原因ではなくではなく、社会に進出する女性の意撤と現行の緒制度

や慣習のミスマッチが晩婚化をもたらしているのである。

はじめに

本論文は働く女性が晩婚化にどのような影響を与えているのかを概観する。一般的に近

年の晩婚化の原因は女性の社会進出だと言われている。果たして女性の社会進出は本当に

晩婚化の原因なのだろうか。この前提を承認するにしても、社会に進出する女性にとって

何が結婚を遅らせるのだろうか。本研究では女性の社会進出と晩婚化の関係について明ら

かにする事を目指す。晩婚化の原因はさまざまに考えうるが、その中でも女性の就業が結

婚に与える影響に焦点をあてる。結果、巷間言われる女性の社会進出が晩婚化の原因では

なく、社会に進出する女性の意識と現行制度のミスマッチが晩婚化の原因であることが明

らかとなった。

晩婚化がもたらす社会的影響について、平成16年版少子化社会白書によると次のよう

にまとめられている。まず、同書は、「出生率の低下やそれに伴う家庭や社会における子供

数の低下傾向」を「少子化｣、「子供や若者が少ない社会」を「少子社会」とそれぞれ定義

する。また、人口学の世界では、一般的に、合計特殊出生率'が、人口を維持するのに必要

な水準を相当期間下回っている状況を「少子化」と定義している。日本では、1970年代半

ば以降、この「少子化現象」が続いている。晩婚化の進展、未婚化の進展、及び夫婦の出

生力の低下が少子化の直接の原因として指摘されている。晩婚化は出生年齢を引き上げる

】合計特殊出生率とは、15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が仮に

その年次の年齢別出生率で一生の問に産むとしたときの子どもの数に相当する。
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ことから、晩婚化の進展中は、出生率が低下する傾向となる。晩婚化による出生力の低下

が夫婦の出生力の低下にも影響を与えているとの指摘もされている。

また、2005年12月22日に厚生労働省が発表した人口動態統計（年間推計）によると、

2005年の出生数は106万7000人と5年連続で前年を下回り、過去最低を更新した。一方

で死亡数は107万7000人に増え、差し引きで1万人の「自然減」となった。出生数が死亡

数より少ない自然減は1899年（明治32年）に統計が始まってから初めてのことである。

少子化に歯止めがかかっていない。

私の問題意識は、女性が消極的選択として晩婚となる働き方である。人口減少の原因が

少子化にあり、少子化の原因が晩婚化であり、晩婚化の原因が女性の社会進出にあり、女

性の社会進出は女性の高学歴化・職意識の変化にあるという認識が広くある。では、女性

に教育を受けさせないことや就業させないことが解決なのであろうか。女性の高学歴化や

就業意識の変化は社会的前進である。労働力人口が減っていく中で女性の活用は最も現実

的な解の一つである2．しかし、希望通りに結婚をすることと、労働市場で望みを満たすこ

とは同時に出来ない場合もある。それは現在の労働力供給状況は人的資本が十分に活用し

きれていない状況にある。また、晩婚化がもたらす少子化は将来の社会の形に明らかに影

響を及ぼすものである。

女性就業それ自体が問題なのではなく、晩婚化を招く就業スタイルが問題なのである。

女性が社会進出してかつ晩婚化とならないような仕組、方策を考えなければならない。そ

のために今ある問題を把握していきたい。

第1章では晩婚化といわれるその現状について把握する。平均初婚年齢は年々上昇して

いる。その背景には、晩婚化は結婚離れではなく、結婚年齢を遅らせるという形での、消

極的結婚回避と言う状況がある。第2章では女性の社会進出がどこまで進んでいるのか、

あるいはどこで留まっているのかを明らかにした。採用及び雇用初期の段階では就職率や

初任給に男女差はほとんど見られなかった。しかし、年齢が上がるにつれて賃金格差は大

きなものとなった。また女性労働の特徴であるM字型曲線について、右肩部分は主婦によ

るパートで支えられている事がわかった。近年パート労働者の数は増加していているが、

その就労は必ずしも積極的な理由ではないことがうかがえた。第3章では対象を既婚女性

に絞りその働き方に焦点をあてた。第2章で見られたM字型やパート労働という働き方を

するのには、育児休業が機能しきれていないこと、配偶者控除により自らの労働を制限し

ていることが明らかとなった｡上記1～3章での結果を踏まえた上で、第4章では働く女性

の結婚のペナルティーについて考察した。第1に結婚後は学歴等に関係なく、同じ就業形

態となってしまうこと、第2に性別役割分業の意識が根強く残り、女性の就労形態に関わ

らず、無償労働は女性によって行なわれていることが明らかとなった。ここから、学歴の

高い女性ほど、晩婚化が起こる理由を機会費用によって説明した。結論として、「女性の社

会進出が晩婚化の原因ではなく、社会に進出する女性と家父長的理念を持つ男性型社会の

システム及びその意識とのミスマッチが晩婚化の原因である」ことを明らかにした。環境

整備の必要を物語っている。最後に、結論を踏まえた上で、筆者なりの今後の女性の結婚

と労働のあり方について言及した。

2『日本経済新聞』2006年1月14日
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現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～

本研究では、女性側の視点に焦点を当てている。男性側の分析を行っていないのは不十

分であると認識しているが、これは著者の今後の課題としたい。

1結婚の実態

一般的に晩婚化や未婚化はどの程度進んでいるのか。それにはどのような特徴が見られ

るのか。この章では結婚の実態について明らかにする。

（1）初婚年齢の推移

国立社会保障・人口問題研究所の第12回出生動向基本調査（2002年）によると男女と

も平均初婚年齢は最近の結婚ほど高くなっており、いぜん晩婚化が続いていると示してい

る。とりわけ女性において顕著である。2002年の平均初婚年齢は、男性が28.5歳、女性

が26．8歳で両性ともに戦後最も高い年齢ある。また、厚生労働省「人口動態調査」（図表

1）によれば、平均初婚年齢は1970年以降一貫して上昇している。

厚生労働省人口問題研究所3の「第11回出生動向基本調査（1997)」によると、最終学歴

によっても初婚年齢の差が生じている｡高学歴であるほど結婚が遅くなる傾向が見られる。

1988年から1997年までの10年間に結婚した妻の平均初婚年齢は中学校卒22.8歳、高校

卒254歳、専修学校･短大･高等専門学校卒26.4歳、大学卒27.4歳である。学歴が上がる

につれて初婚年齢は高くなる。さらに学歴による初婚年齢の差は、最近になるほど開いて

いて、特に大学卒業者の晩婚化が目立っている。

図表1平均初婚年齢の推移
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（2）未婚率の上昇

男女ともに、晩婚化と同様に未婚率も進んでいる。結婚していない人の数が増えて、そ

3現在は「国立社会保障・人口問題研究所｣。
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の割合も増えている。国勢調査をまとめた図表2によると、1975年以降急速に未婚者が増

えている。2000年時点の未婚率は25～29歳男性で69.5%、女性で54.2%、30～34歳男性

で430％､女性で26.7％もの人が未婚である｡また特に都市部において顕著に表れる｡2000

年時点で25～29歳の女性の未婚率を全国と東京で比較したとき、東京の女性の未婚率は

10ポイントも高く65．3％である。34歳以下の男性、29歳以下の女性の半数は未婚者な

のである。25歳以上の男女が結婚しているのが当然というのも、24，25日（歳）をピーク

に最も高値で売れ、その後価値が下がるというように、女性の結婚をクリスマスケーキに

例えるのも過去の話であり、結婚していなくても当然の時代なのである。

図表2年齢階級別未婚率の推移4
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（3）結婚意識は変わったか

ではこのような晩婚化や未婚率の上昇は「結婚したくない」と考える人が増えたからな

のであろうか。国勢調査によれば、実際に図表3に見られるように、生涯結婚していない

比率、つまり生涯未婚率5は上昇しているといえる。2000年の調査では男性の生涯未婚率

は10.1%、女性は5.3%となった。1985年までは男性よりも女性の生涯未婚率のほうが高

かった。しかし1990年以降男女の率が逆転し、その差は拡大しつづけている。とりわけ、

ここ5年間の上昇は目覚しい。しかし出生動向基本調査（図表4）によると、「一生結婚し

たくない」と答える未婚者は全体として5％前後でおさまっている。現在までのところ結

婚意識の無い男女は少数であり、急激に増えたわけではない。結婚する意志を持つ未婚者

は9割弱で推移しており、積極的に「結婚したくない」のではないのだ。

41990年以前の東京のデータは存在しない。

550～54歳時の未婚率。
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図表3生涯未婚の推移

生涯未婚率の推移％
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図表4－生結婚するつもりはないと答えた人の割合
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設問：「自分の一生を通じて考えた場合、あなたの結婚に対する考えは次のどちらですか｡」

1．いずれ結婚するつもり2．一生結婚するつもりはない

対象：18歳から34歳の未婚者

（出所）国立社会保障人口問題研究所「出生動向基本調査」

（4）消極的な未婚・晩婚

上記に提示した通り、結婚願望が無くなったわけではない。つまり積極的に独身なので

はなく消極的に独身でいるのである。このことが晩婚化未婚率の上昇を生んでいる。第12

回出生動向調査には「まだ結婚するつまりはない」と回答する女性は増えており、特に20

代後半で増加傾向が見られる。結婚を先延ばしする意識は継続して増加している。これに

対し大橋(1993)は「男性の供給過剰で、女性は選ぶ側にあり、その気になればいつでも

結婚できるのに結婚しないのである。明らかに彼女たちの結婚モラトリアムは自ら選んで

積極的モラトリアムであることは確かである」と述べる。また、山田（1996）は「積極的

理由があってシングルを選んでいるのではなく、消極的にシングルという状態を選ばされ

ている」と述べている。

45



跡見マネジメント第1号2006.3

（5）理想と現実のズレ

では、なぜ消極的な選択で結婚をしないのだろうか。

ここでは、女性が理想とするライフコース（図表5)、実際に行なう予定のコース（図表

6)、男性が女性に望むコース（図表7)、各ライフコースについて比較したい。図5～7は

各ライフコースを表した図である。最近になるほど、専業主婦コースを望む者が男女とも

に減少し、代わって就業意識が高まっていることが分かる。まずは、女性の理想（図表5）

と予定のライフコース（図表6）を比較する。すると両者には明らかなズレが見られる。

特に両立を望む女性は、予定のライフコースになると10%も減ってしまう。逆に再就職コ

ース、非婚就業コースではその割合が予定のライフコースのほうが増えている。さらに、

女性が望む「理想のコース（図表5)」と「予定のコース（図表6)」を、「男性が女性に期

待するコース（図表7)」とそれぞれ比較する。すると両者では、明らかに「予定コース（図

表6)」の方が「男性が期待するコース（図表7)」の形に近いことが言える。つまり女性は

理想のライフコースを持ちながらも自分のライフコースを男性の期待するように変えてい

る、あるいは何らかの理由で変えざるを得ないのである。少なくとも理想と予定にはズレ

が生じており、特に結婚後も働きつづけようとする女性にとって、困難な状況が見てとれ

る。両立をあきらめて一端職を離れ再就職するか、結婚をあきらめて就業を続けるか。女

性は自分のライフコースの選択に幅が少ない。これが結婚したくても、未婚・晩婚を消極

的に選択させる理由ではないだろうか。

図表5女性の理想とするライフコース

理想のライフコース

非婚就業

DINKS
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図表6女性の実際の予定コース

予定のライフコース

非婚就業
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図表7男性が女性に期待するライフコース
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女性の社会労働の実態2

なぜ女性のライフコースには、

労働事情から考察していきたい。

する。

このような理想と現実にズレが生じるのか、女性の社会

さらには現代の女性の社会労働状況についても明らかに
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（1）労働力率

女性の就業率は上がったと言われているが、働く女性が増えたのだろうか。熊沢（2000）

によると、「1970年からこの30年間、女性の労働力率6は、専業主婦のパート化と言うプ

ラスの要因と進学率の上昇､高齢化による退職というマイナスの要因が相殺しあって50％

弱で不変である｡」ここ30年の労働力人口に占める女性の割合も4割前後で不変である。

（図表8）

図表8労働人口と労働力率の推移

園，労働力人口(万人),労働力率(%),,労働力人口(万人),労働力率(%)|｜
女性｜’男性

1 970202449．91312981．8
1971200548．813182822

19721198247 ．73217821
1973204748232798211
197411999465331118181
19751987457133368141
1976201045．8133688121
19772070466133818061
19782125474134068031
197921601476134378021
198021851476134657981
198122091477134987981
198222524801352217951
1983232449．03564179.4
119841234748．9358078.8
|19851236748.7359678.11
198612395148． 6 1 3 6 2 6 7 7 . 8
11 987,24291486365577．3
19881247348．9369377.1

11989253349.5373777.0

'1990259350．1379177．2
19911265150 ．7385477．6
19921267950．71389977．9
1993268150.313935178.0

1994 2 6 9 4 5 0 23951177．81
1995270150．0396677．6

1996271950．0399277．7

1997276050．4402777．7

1998276750．1402677．3

1999275549．6402476．9

2000127534931401476.4
120011’276049 ．23992175.7
120021273314aa3956174.7

(出所）総務省統計局「労働力調査」

働力人口に占
る女性の割合’

39.3％

38.7％’00.ノ、1

38.1％’

38.4％
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雨珂’
5面、
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405%’
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6労働力率とは、労働力人口を人口で割ったものである。労働力人口とは、「就業者（雇用労働者十自営
業者）＋失業者」を意味する。
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（2）雇用者比率

労働力率が30年間不変であるとは､今日の女性の社会進出と矛盾しているかのように思

える。女性の社会進出と言われるのは、企業等に雇われる雇用者が増加したことを意味し

ている。前節で述べた女性の労働力率には、自営業者（多くは家族従業員）として働く割

合が高かった｡女性就業者の中で雇用者の割合は1970年54.7％から2002年83.3％へと増

大している。図表9からも、ここ十数年増加の一途をたどっていることが分かる。就業者

の中の雇用者に占める割合を平成元年から平成14年で、男女ともに比較する。女性が

70.7％から83．3％（＋12.6）に対して、男性は80.2%から84.9%(+4.7)となる。この

雇用者の増加は女性において顕著に表れている。これをもって、女性の社会進出が進んだ

と言われるのだ。図表10を見ると平成14年では女性83.3％、男性84.9％とわずかな差

しか見られない。雇用者比率の男女差はほぼ無いと言ってよいだろう。雇用者総数に占め

る女性の割合（図表11）を見ても昭和45（1970）年33．2％から平成14(2002)年40.5%

まで増加した。

図表9就業中の雇用者の推移
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図表10就業者全体に占める雇用者の割合
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（3）就職率

就職状況に男女格差は見られるのだろうか。

平成14年3月に大学を卒業したものは54万8千人（男子33万3千人、女子21万4千

人）である。同年の就職者総数は31万1千人（男子18万3千人、女子12万8千人）であ

る。したがって就職率（卒業者数のうち就職者総数の占める比率）は全体56．9％、男子
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54.9％、女子60．0％である。意外にも就職率は女性の方が上回っている。図表12から分

かるように、平成11年以降男女の就職率は逆転しており、女性の方が高くなっている。就

職率という点で見る限りにおいては、男女差は無いと言える。

図表12大卒者就職率の推移

大学卒業者就職率
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（出所）文部科学省「学校基本調査」

（4）男女間の賃金差

男女の賃金にはどの程度の差があるのか。ここでは初任給と賃金を年齢階級別にみてい

く。

①初任給

平成14年3月の新規学校卒業者の初任給額を学歴別にみると（図表13)、男子では、大

学卒業者19万8,500円、高等専門学校・短期大学卒業者16万9,500円、高等学校卒業者

15万7,500円、中学校卒業者14万1，900円となっている。一方、女子では、大学卒業者

18万8,800円、高専・短大卒業者16万4,300円、高等学校卒業者14万8,800円、中学校

卒業者12万5,700円となっている。学歴別に男子の初任給を100とした場合、女子のそれ

は約95となる。もっとも差が少ないのは大卒の技術系となっている。

厚生労働省「賃金構造基本調査」によると、新卒学卒者の初任給の男女差は、約30年で

あまり変化は見られない。どの年代のどの学歴を比較してみても、一貫して5％ほど、女

性の方が低くなっている。この5％という差はどのように判断すればよいだろうか。無視

できない数値ではあるが、この男女の賃金差は年齢による比較をするとたいした差ではな

い。男女の賃金差は、初任給の差よりも、年齢が上がった時の方が深刻であるのだ。
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図表13学歴別初任給男女対比

(千円、（％)）

男 子女子

｜昭和51用平成12銅平成13用平成14詞昭和51年｜|平成12年｜平成13年｜平成14年
大卒94.3196.9198.3198.5187.68(92.9）187.4(95.2）188.6(951）1888(95.1）
(事務系）19561975196.2183.2(93.7）1851(937）185(94.3）
(技術系)1982199020091197.2(995)1966(988)198.4(98.8)
高専･短大卒82.21171.6170‘3169．581(98.5）163.6(95.3）163.8(962）1643(96.9）
高卒’76.911571158.1157.573.4(95.4）147.6(940）148.7(941）148.8(94.5）
中卒’6471140.61451141.958.8(90.9）1375(97.8）134(92.4）1257(88.6）

＊カッコ内はそれぞれの職種について男性の初任給を100としたときの女性の値である。

（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

②所定内給与の年齢階級別男女差

男女の一般労働者の年齢別賃金差について、図表14より比較したい。18歳から24歳ま

では、賃金差はさほど見られないが、30歳を過ぎた辺りから大きく差がついている。女性

の賃金のピークが35～39歳で、249.3千円であるのに対し、男性のピークは50～54歳ま

で上がりつつけ、4189千円である。同じ一般労働者であるにもかかわらず、賃金の増加

率も、賃金そのものも明らかな男女差が見られる。日本の労働市場では、「女性が男性と同

一学歴、同年入社、同一勤続年数であっても、昇進、昇給にはまだ差別があるために男性

と同一労働、同一賃金とまでは至らない」大橋（2000）のである。

図表14年齢階級別賃金

賃金(千円）

450．0

年齢別賃金

400．0

ノぞデ了
3500 -●一女性
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(出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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③男女格差の推移

上記により、男女の平均の賃金を見たときに明らかな格差が生じている。男性の所定内

給与額を100としたときの女性の割合を図表15に示した｡長期的には所定内給与額は徐々

に差が縮んできている。とはいえ、最も格差の少ない平成14年度の所定内給与額でさえ、

男性を100とした場合、女性は66.5程度なのである。

図表15所定内給与額における男女間格差の推移

所定内給与額の男女格差
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（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

(5)M字曲線

日本の女性労働力率を、年齢階級別に示すと、1960年代あたりから、20～24歳層と45

～49歳層を左右のピークとし、30～34歳層をボトムとするM字型カーブを描いていた｡結

婚・出産・育児期には仕事を辞めて家事・育児に専念し、子育てが終了した時点で再就職

をするという女性のライフスタイルの現れである。この日本の女性労働を特徴づけるM字

曲線はなお根強く残っている。しかし図16のM字曲線では、この10年間に20代後半、30

代前半の谷間は、それぞれ7．8％、7．6％と浅くなってきている。M字の左のピークは25

歳～29歳層にシフトした。

次に、ボトムと右肩部分に注目したい。この労働力率の増加を、女性が「男性同様に働

き出した」あるいは「若年層同様に働きつづけた」と考えてはならない。「M字型の右肩部

分は、正規の職員・従業員ではなく、主にパートやアルバイトによって支えられているの

である7｡」

7厚生労働省「平成14年版働く女性の事情｣。
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『

図表16女性の年齢階級別労働力率
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(出所）総務省統計局「労働力調査」

（6）パートタイム労働

ここではM字曲線の右肩を支えるという、パートタイム労働について考察する。

①短時間雇用者数

パートタイム労働者8の数は年々増加している。平成13年にはパートタイム労働者は

1200万人を超えた。なかでも特徴的なのは、パートタイム労働者は女性が非常に多いとい

うことである。短時間雇用者数と女性の数、短期雇用者のうち女性が占める割合を図表17

に示した。これよると、平成14年の短時間雇用者数は1211万人でうち女性が835万人と

なった。そして短時間労働者のうち約7割は女性なのである。

図表18によれば、短時間雇用者の数そのものが増加した事に加え、雇用者総数の短時

間雇用者の占める割合も増加し、平成14年では23％となっている。さらには、女性雇用

者のうち約4割もが短時間雇用となっているのである。

図表19女性パートタイム労働者9の構成を年齢階級別に見ると、40～59歳で全体の約

55％をも占めている。そして、有配偶者の割合が非常に高いと言えるのだ。M字曲線の右

肩部分は有配偶者がパートによって雇用され、それが労働率を上げているのである。

8労働力調査では短時間雇用者（非農林業で週間就業時間が35時間未満の者)。

9賃金構造基本統計調査ではパートタイム労働者を「1日の所定労働時間が一般の労働者よりも少ない又
は1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで1週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者」
とする。
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図表17短時間雇用者数

(万人）

||短時間雇EMIうち女性の数||うち女性の占める割合’
1 6 8 1 8 2 1 4 8 . 8 ％
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1211183569.0％
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図表18短時間雇用者の割合
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図表19女性パートタイム労働者構成比

（％）

|年齢階級||平成13年l平成14年｜

|～17111911191
118～191133113.71

120～2411718.31

125～29116.516.91

130～3416”7117.51

135～3919119.21

140～441112.11121
145～491115.3114.31

150～541117.7117.21
…■|1 1 . 6 1 1 0 . 5 1

…■|615.51

165～||2.9131

1計｜’100111001

(出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

②賃金

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（図表20）によると、平成14年の女性パートタイ

ム労働者の1時間あたりの賃金は891円（前年度増減率0．1％増）である。また、これを

年齢階級別に図表21で見てみたい。18～19歳は801円とやや低いものの、20歳以上では

どの年齢階級でも900円前後であり、年齢による差はほとんどみられない。一見するとパ

ート雇用者の賃金は上がっているように思われる。そこで、女性一般労働者の賃金10を100

とした場合の女性パートタイム労働者との格差を図表22に示した。すると、昭和55年で

は76であったのに対し､平成14年では64.9でしかない｡年を追う毎に下がってきている。

女性の一般労働者とパートタイム労働者の賃金差は、年々拡大しているのである。

'0一般労働者の1時間当たりの平均所定内給与額は次式により算出した。時間当たりの平均所定内給与
額＝平均所定内給与額÷平均所定内実労働時間数
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図表20女性パートタイム1時間あたりの賃金推移

）
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3年 770

4年 809

5年 832

6年 848
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8年 870
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12年 889

13年 890

14年 891

図表21年齢階級別1時間あたりの賃金
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現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～

図表23パート労働を選択した理由

年齢階級別パートタイム労働を選択した理由
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(出所）厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」平成13年

3既婚女性の労働

女性労働を見た場合に未婚者と既婚者では大きな違いがあった。家事育児の責任は依然

女性にあり、労働退出を余儀なくされる例も見られた。育児介護休業法はどこまで利用さ

れているのだろうか。はたしてうまく機能しているのだろうか。また、既婚女性自らが、

労働力、労働賃金を抑えてしまう要因として配偶者控除がある。この章では女性の有配偶

者にとって労働抑制の要因となる、育児と配偶者控除について考察する。

（1）妻の就業と出生による就業の変化

結婚前に就業していた女性は結婚後のどのような働き方をするのだろうか。既婚者の現

在の就業形態と子供の有無との関係を調べた、国立社会保障・人口問題研究所の「第12

回出生動向基本調査｣によると､結婚5年未満では就業している妻が45％､専業主婦が54％

いる。子供を持ちながら就業するケースは全体の中で2割弱（18.1％）正規雇用に限って

は約1割でしかない。また、就業者に占める子供を持つ割合は40％であり、専業主婦の子

を持つ割合76％に比べてかなり低くなっている。出産に際して就業を中断し、専業主婦と

なる妻が多いことをうかがわせる。

また同調査では、「結婚後は、夫が外で働き、妻は家庭を守るべきだ」（図表24）という

考えについては調査ごとに否定派が増えている。2002年の調査では約7割の妻が反対して

おり、伝統的な夫婦問の役割分業意識は弱まっていると言える。しかしながら子育てへの

母親の役割分担意識はいぜん強い。「少なくとも子どもが小さいうちは､母親は仕事をもた

ずに家にいるのが望ましい」（図表25）という考えを支持する妻は10年前よりも低下して

いるものの76．5％に達している。「結婚したら子どもは持つべきだ」という考え（図表26）

についても低下しつつあるが、いぜん3/4の妻に支持されている。結婚している女性は｢結
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婚というものを母親の役割を担うものと」結びつけて意識している傾向が強い。

図表24結婚後は、夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ

結婚後は､夫は外で働き､妻は家庭を守るべきだ
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現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～

（2）母親の就業者比率と労働形態

総務省統計局「労働調査特別調査」（図表27）によれば子どものいる世帯の42．6％で母

親が就業している。その割合は20.3％が週35時間以上働き、22．3％が35時間未満の短時

間雇用者である。つまり就業している母親のうち55％は短時間雇用者である。これを子ど

もの年齢階層別にみると、どの階層でも長時間雇用（週35時間以上）よりも短時間雇用者

の割合が大きくなっている。子どもが幼いときほど就業率は低く、成長するにつれて高く

なる。とりわけ0～3歳では非就業者が72％である。4～6歳でも51．4％と過半数が非就業

状態なのである。7歳以上になると長時間・短時間ともにそれまでよりも大幅に就業率が

増加する。子どもが小学校に入学するというのが、就業のポイントとなっている。子ども

を持つ母親の働き方の希望を図表28に示した。子どもが幼い時ほど、短時間や在宅、働き

たくない人の割合が増える。しかし、子どもが3歳以下で働きたくないと希望している母

親はわずか10％であり、約9割の母親は何らかの形で働くことを希望している。にもかか

わらず、72％が非就業なのである。子どもが4歳以上入学前で、働きたくないと考える母

親は43％とさらに低下し、95．7％もの母親がなんらかの形で仕事をしたいと希望してい

るにもかかわらず、51．4％もが非就業状態である。子どもを持つ母親は、希望しているに

もかかわらず働くことを選択しない、あるいは選択できない状況がある。仕事と育児の両

立を図ることが依然として難しいと推測される。

内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成14年）によると、20歳代と30歳

代の現在働いていない女性の「働いていない理由」を見ると、「育児負担が大きいから」と

するものが最も多い。20歳代、30歳代でそれぞれ48．8％、64.2%となっている。「配偶者

や子どもが望まないから」も22.4%と高い。母親が育児を担うことを家族から期待されて

いることが分かる。

図表27末子の年齢別子どものいる世帯における母の就業状態

'2000年末子の年齢

｜|全体’'0～3歳l4～6歳||7～9歳llO～12歳l113～14歳115～17歳｜

|蕊驍鵜||;::IW:||一腿|齢|:;:||:::||-¥|311
1非就業の母親||44.8172151.41136.11131.3130.31125.51

1就職希望の母親｜…|40.3134.1122.41-|16.51131

非農業

雇用者

(出所）総務省統計局「労働調査特別調査」
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図表28末子の年齢別主婦の働き方の希望

上
加
躯
鮠
師
型

以
１
４
４

生学中Ｉ
詞
Ⅷ
祠
凹
刈

’'3歳以下’4歳以上入学前||小学生

~~｢一0．91211
110.3115.411

~1-~zi5
認,'岸l33.7

110.11 4.31

|残業をして責任ある仕事

|フルタイムだが残業なし

|短時間勤務
|家でできる仕事

|働きたくない

資料出所：㈱アイデム「パート・アルバイト就業実態調査」平成12年

（3）育児休業制度

①育児休業制度の規定状況

厚生労働省「平成14年度女性雇用管理基本調査」によると、育児休業制度の規定があ

る事業所の割合（事務所規模5人以上の平均）は61．4％と前回調査（平成11年度53.5%)

より7．9％上昇した。事務所規模が大きくなるほど、規定を設けている事務所の割合が高

くなっている（図表29)。また同調査によると、育児休業の期間は「子どもが1歳未満」

とする事業所が86.1%を占める。（図表30）

②育児休業取得者

出産者または配偶者が出産した者に占める育児休業取得者'1の割合を育児休業取得率と

言う。平成14年の育児休業取得率を男女別にみると（図表31)、女性は64.0％と前回調査

（平成11年）より7.6%ポイント上昇した。男性については育児休業取得率0.33%と前回

よりもさらに低い結果となった。また、女性の取得率を事業所規模別のついてみると規模

が大きいほど取得率が高なる。（図表32）育児休業取得者のうちの男女別割合とみると女

性は98.1％、男性は1.9％となっている。男女ともに取れるはずの育児休業であるが、取

得割合、取得率ともに明らかな偏りが現れている。

図表29事務所規模別育児休業制度の規定の割合

‘'5人以上30人未満'30人以上100人未満’100人以上500人未満''500人以上’
57.511 _ZE193.61199.21

11平成13年4月1日から平成14年3月31日までの1年間の出産者または配偶者が出産したのち、平成
14年10月までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む)。
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図表30育児休業期間
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図表31育児休業取得率男女別

図表32女性の育児休業取得率規模別

……

・22．2．“凸・昌・

△凸．．と｡､諾．

迩 謹
30人以上

|鰯潭’
函平成14年

園平成11年

5人以上

01020304 0 5 0 6 0 7 0 8 0 ％

(出所）厚生労働省「平成14年度女性雇用管理基本調査」

③育児休暇の実態

一見すると、育児休業制度は普及し、女性が出産後も就業することが可能になったよう

に思える。しかし前節で述べた通り、3歳以下の子どもを持つ母親の7割強が非就業者で

ある。また、厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」（平成13年度）によると、第1

子出産前に有業であった母親の67．4％が出産後、無職になっている。第1子出産を機に約

7割が退職しているのだ。出産1年前に常勤をして勤めていた者に限定しても、第1子出

産に伴い約6割が退職している。出産を機に仕事を辞めるものはまだ多数派なのである。

つまり、母親の大半が労働力から脱落し、育児休暇制度を利用していない。

63

平成11年

平成14年

＝、'千

0.42％

0.33％

女性
56.4％

64.0％
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④同じ条件で働けるのか

育児のために休暇を取得した後に仕事に復帰した母親は、非正規の雇用となる場合が多

い。1度非正規になってしまうと、一般労働者として正規雇用の流れに乗ることは非常に

難しい。「職種の中には、正規雇用に際して、年齢に基づいた制限を課すものもある｡」経

済協力開発機構（以下OECDとする)(2003)

そして非正規雇用者とはやはり、週35時間以下の労働時間で働く、パートタイム労働で

ある。その中の一定数の非正規雇用者は正規雇用者と同じ仕事をして、配置等で正規雇用

者と同じ勤務形態の場合もある。しかし賃金においては大きな格差が生じる。（パートタイ

ム労働の章で述べたので繰り返さない｡）「地方自治体の定める最低賃金レベルに呼応する

ことも多い｡」OECD(2003)

（4）配偶者控除

有配偶者女性がパートタイム労働を選択するには「配偶者控除」の存在も見逃せない。

配偶者控除とは､本人が控除対象配偶者を有する場合に所得から38万円を控除する制度で

ある。控除対象配偶者とは、本人と生計を一にする配偶者のうち、合計所得金額が38万円

以下（収入は103万以下）であるものをいう。例えば、サラリーマン妻の年収が103万円

以下ならば、この妻は所得税を納める必要が無く、夫の所得から38万円の配偶者控除を差

し引かれる税制上の制度である。パートタイムで働く妻にとっては103万円が分岐点とな

り、「103万円の壁」といわれている。厚生労働省「平成13年パートタイム労働者の実態

調査」（図表33）によると、年収について何らかの「調整をしている」女性パートタイム

労働者は26.7%であった。調整の理由12（図表34）をみると「自分の所得税の非課税限度

額'3を越えると税金を支払わなければならないから」とする労働者の割合が最も多く

72.6％であった。

つまり、配偶者のいる女性は、配偶者控除のために自らの労働時間・収入を抑えて働く

傾向がある。

妻の収入が増加して120万円になると妻自身が税金を払い、さらに社会保険に加入しな

ければならないことから､収入が100万円を越えていっても実収入はすぐには上がらず142

万円以上の収入を得てはじめて100万円の収入のときよりも実収入は上回ることになる'4

（図表35)。妻（配偶者）自身の控除ではなく、夫（相手方配偶者）の控除であることが

根本的な問題である。この制度が今日の女性の社会進出に逆行しているのは言うまでもな

い。家族単位ではなく個人単位で把握することが必要とされる。

12複数回答。

13103万円。

14福島(1993)。
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図表33女性パートタイム労働者年収調整

|調整の必要がない||調整している|関係なく働で11分からないI不明｜|計’
35.4126.71_26111.911-11001

(出所）厚生労働省｢平成13年パートタイム労働者総合実態調査」

図表34年収調整の理由

なんらかの「調整をしている」26．7を100とした場合の調整理由の割合

g頚毫迩可ると税金を払わなければな 72．6

配偶者の税制上の配偶え
－

控 45.1

'’5‘’
一定の額を越えると配偶者の会社の配偶者手

当がもらえなくなるから 25.4

一定額(130万)を越えると配偶者の健康保険、
厚生年金等の被扶養者からは外れて自分で加

入しなければならなくなるから 38．2

’3.8

労働時間が週の所定労働時間20時間以上にな
ると雇用保険に加入しなければならないため

’
正社員の所定労働時間の3/4以上になると健
康保険､厚生年金に加入しなければならないか|‘‘

‐二一二一~

生年金等の加
ているため 3．1

剛
剛

１
１

｜
’

６
｜
｜
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(出所）厚生労働省｢平成13年パートタイム労働者総合実態調査」
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高学歴既婚女性においても、やはり30～34歳を境にして、それまでに学歴により差がつい

ていた有業率は他の学歴の有業率と重なるようになる。結婚後で､特に30歳以降の有業率

は学歴の影響を受けない。こういった傾向が見てとれるため、高学歴の女性は結婚を遅ら

せるのではないだろうか。

学歴が高い方が、相対的に所得が高いということは、初任給の比較の章で既に述べた。

さらに結婚･育児等で､いったん退職してしまうと正規社員として働くのは困難であった。

こうした場合、ペナルティーは高学歴になればなるほど大きくなる。

図表36年齢階級、最終学歴別有業率
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図表37未婚女性年齢階級別、最終学歴別有業率
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図表38有配偶者年齢階級、最終学歴別有業率
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（出所）総務省統計局「就業構造基本調査」H9年

（2）無償労働の男女差

家事、育児、介護などの無償労働は圧倒的に女性によって担われている。「経済企画庁の

算出によれば1996年、GDPに対する無償労働の比率は約23%に及んだが、その84.5%は

女性の働きによるもの､また女性1人当たりの無償労働時間は1日平均3時間50分になる

けれども、男性のそれはわずか29分弱にとどまっている。（『朝日新聞』1998年5月22日）

別の資料はまた、労働時間だけで見ると、有償労働は男女比65対35ながら、無償労働で

は10対90､合計では47.5対52.5になることを明らかにする。（総理府1997)」熊沢(2000)

子どものいる世帯の夫と妻の家事･育児にかける時間について図表39にまとめた。6歳未

満の子どものいる世帯における家事・育児等の家事関連時間について夫婦で比較すると、

平日の夫の家事関連時間は21分と、有業女性の5時間に比べて15分の1程度、土・日曜

日でも5分の1程度にすぎない。また、6歳未満の子どものいない世帯の夫でも、平日で8

分となっており、男性の家事関連時間はきわめて短いことがわかる。有配偶者フルタイム

労働の女性にとっては切実な問題である。
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図表39夫と妻の家事関連時間（子どものいる世帯）

6歳未満の子どもがいる世帯

6歳未満の子どもがいない世帯

｜合計｜家事｜介護･看詔育児

|平日｜夫(有業)’0:2110:0410:01

1妻(無業)’8:3014:3010:04
1妻(有業)’5:0013:0410:04

土曜日｜夫(有業)’0:5510:120:011
1妻(無業)’7:0813:5510:031
1妻(有業)’5:2613:2510:03

日曜日I夫(有業）1:0610:1510:01
11妻(無業）’6:0313:2310:02
1妻(有業)’4:5813:0910:03

1平日l夫(有業)’0:0810:0610:011

1妻(無業)’5:5015:2810:10
11妻(有業)’3:3713:2710:04

(出所）総務省統計局「社会生活基本調査」2001年

｜参考(仕事）
0 : 1 6 9 : 1 7

3:560:01

1 : 5 2 4 : 3 2

0:425:09

3:100:01

1 : 5 8 2 : 0 4

0:502:25

2:380:01

1:460:57

0:0118:23

0:1210:04
0:0615:19

（3）就業時間が無償労働に与える影響

家事時間の男女格差の原因として、男性の就業時間が長いことが指摘されている。日本

男性の就業時間は諸外国に比べて、長くなっている。OECDの仕事と家庭についての主要調

査結果（2003）によると、日本の男性の5分の3が週43時間以上働いており、5分の2は

49時間以上働いる。さらに、5人に1人は60時間以上働いている。よって、男性は家事や

育児に数十分しか費やさないことになる。「日本の長時間労働の習慣は､他のどの国にも増

して､母親が無償の家事の大半をこなさなければならない状況を生み出している｡」と述べ

ている。

また育児においても図表40より、父親の週労働時間が60時間以上になると育児をいつ

もする父親は減少する。長時間労働が男性の育児参加に負の影響を及ぼしている。さらに

図表41から、育児期に当たる年齢層の男性の就業時間が最も長いことが分かる。

一方で、仕事時間の多少が家事時間に与える影響が少ないともいえる。厚生労働省「第

1回21世紀出生縦断調査」の図表42によると、母親の就業状態にかかわらず、父親の育

児参加に大差はないと分かる。
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図表40父の最近1週間の労働時間別にみた育児の状況

食事の世話をする

いつもする|ときどきすそほとんどしないまったくしない
40～60時間3．442．430.1122.6
60時間以上1．9－33．731.61312

不詳

15
－

1．6

おむつを取り換える

いつもするときどきする|ほとんどしないまったくしない
6．5161．5120．8、10．3
4．115451，26．413．8

穂
一
Ｍ
一
岨

40～60時間

60時間以上

入浴させる

４
６

０

０

詳不いつもするときどきするほとんどしないまったくしない
46．839．27．85．9

28．249．613．38．3

40～60時間

60時間以上

(出所）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」平成13年度

図表41男性年齢階級別平均就労時間
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図表42母の就業状況別にみた父の育児状況

|食事の世話をする

lいつもする|ときどきす副ほとんどしなし11まったくしない|｜不詳｜
|無職2.61139.41130.411256111.91
1育児休業中|’2.91141.11130.71123.711161
1就業中||6.8144.3112651120.511.91

おむつを取り換える

lいつもするIときどきす副ほとんどしなし11まったくしない|｜
|無職li－－~~~亜.159.31i-22.51111711
1育児休業中||7.51162912018711
1就業中110.31-~5E11"ll12.511覇

’入浴させる

｜|いつもする|ときどきす副ほとんどしなし11まったくしない|｜
|無職141.2142.2119.316611

1育児休業中||4821137.917.915.41
1就業中||4361386111017.211

画
回
圃
圃

(出所）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」平成13年度

（4）性別役割分業意識

無償労働は圧倒的に女性によって行われている。また、男性は伝統的に長時間就業をす

る傾向がある。無償労働と就業時間の関係を見ると、男性の就労時間が長いから女性の家

事時間が長くなるのか。男性の家事時間が短いから女性の家事時間が長くなるのか。どち

らが原因とも結果とも言えるような関係がある。しかし、少なくとも夫婦の両者がフルタ

イムで働いているという同じ条件においても､女性が大半の負担を受けている｡｢男は仕事、

女は家庭」という旧来の固定的性別役割分業の意識を越えて、今では「男は仕事、女は仕

事も家庭も」というさらに厳しいダブルスタンダードが支配的となっている。こうして、

有職既婚女性にとって仕事と家庭の労働時間の合計は極めて長くなるのだ。ここに有職女

性の結婚のデメリットがある。

（5）機会費用16の高まり

以上女性労働と晩婚化の関係を説明するに、次の様な結婚・労働における3つの場面で

機会費用が高まったと言える。

その1：女性が高学歴化し、人的資本が蓄積された。就業における男女の賃金差は縮ま

り、さらに就業機会が増加したと言える。女性が働かないでいる場合の機会費用が高くな

った。女性は家にいるよりも就業して賃金を稼ぐ選択をする。このことが女性の就業意識

を高め、労働率を高めた。

その2：しかし結婚後は、4章の(2)無償労働の男女差～(4)性別役割分業意識で提示し

た通り、出産.育児･家事等いまだに性別役割分業のもと無償労働に捕らわれの身となる。

3章の既婚女性労働で見られたように､退職を余儀なくされ､正規雇用での労働も難しい。

'6資源1つの目的に使用したためにあきらめた選択肢のうち次善の使用方法で測られる。
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（2章(6)で提示）未婚で働きつづけた女性と、パートタイム労働による再参入では生涯賃

金にして1億8500万円'7の差がつく。有職化し、賃金を得るようになった女性にとって、

結婚することによる機会費用が高くなる。このことが消極的未婚化（＝晩婚化）を引き起

こす。

その3：未婚であるときには学歴によって労働率、賃金に違いがあり、高学歴者の方が

優遇されていた。しかし結婚後は既婚者ということでひとくくりにされ、4章(1)で示した

パート労働やM字型労働といったように、学歴による、労働率、労働形態の違いが見られ

ない。これが学歴の高い女性ほど、機会費用が高まり、晩婚となる。

（6）晩婚化は女性の社会進出が原因ではない

女性の晩婚化は女性が就業することが原因ではない。

雇用や初任給などの男女差別が薄れ、ほぼ男女同等に扱われ始めた。しかし年齢が上が

るにつれて、昇進昇級等における格差は大きなものとなった。ここで結婚、出産適齢期を

迎えたとする。育児休業の実態から見ても、仕事と育児を両立できる環境は整っていない

といえる。また性別役割分業の意識と、夫婦にとって、賃金の安い方、つまり女性が退職

する方がコスト少なくて済むので、女性が退職する選択となる。一度退職してしまうと正

規社員としての働き口が狭くなる。もしくは、配偶者控除等、夫婦の税制上の優遇から、

自ら労働を制限してしまう。これは教育（自己投資額）に関係なく、同じような選択の余

地しかないので、特に大卒のような高学歴の女性にとって、機会費用が大きい。よって結

婚によるペナルティーが大きくなる。このことが学歴の高い女性にとって、特に晩婚化が

見られる理由である。

結婚前は男女の違いが少なくなったが、結婚後の男女格差は依然として大きい。これが

さらに晩婚化を招く原因である。「男性の賃金を一家の生活の糧とし､妻子を扶養家族とし

て、扶養家族手当や社会福祉の支給金を夫の給与に編集させ、それによって家庭の基盤の

充実をはかっていこうとする政策は、経済的・精神的に自立する多くの女性から拒否され

よう。家族賃金のような考え方も、パート減税も女性の経済的自立を妨げるもの以外の何

物でもない｡」と大橋（1993）は述べている。本報告でも明らかなように晩婚化は女性が社

会に進出したことが直接の原因ではなく、社会に進出する女性と婚姻にまつわる制度、伝

統的な意識のミスマッチがペナルティーを増やし、機会費用を高め、晩婚化の原因となっ

ている。

現行の諸制度、慣習は結婚や労働の自由な選択を奪っている。個人の労働、結婚という

選択が何のペナルティーも課されないような社会となるよう環境整備が必要である。

以上をまとめると、

・正規雇用者の水準に近づけるように非正規雇用者の保険年金制度の格差を是正する。

・男女間の平等の同一労働同一賃金を強化する。

・出産後の女性の仕事復帰の障害を少なくする。

・正規雇用の求人における年齢制限を柔軟にする。

・配偶者の仕事をする意欲を奪うような保険年金制度を改善し、金銭的不利な状況に

'7経済企画庁「国民生活白書」97年度。

72跡見学園女子大学マネジメント学部卒業生優秀論文集



現代女性の消極的選択としての晩婚化～女性の社会進出は晩婚化の原因か～

ならないようにする。

家庭と仕事の両立ができるような(ファミリーフレンドリー企業)働きかけをする。

柔軟な労働時間やワークシェアを導入する。

5．おわりに

女性が社会に進出するそれ自体が直ちに晩婚化の原因ではない。社会に進出する女性と

働き方や税制などの現行制度のミスマッチが機会費用を高め、結婚したくない消極的な理

由となり、晩婚化が進む。

本論文では触れていないが、結婚のペナルティーには労働以外にも税制、戸籍、相続、

社会保検料、育児諸制度、財産分与、婚族関係、介護、夫婦の同姓義務等さまざまに存在

する。女性のライフスタイルに対して、企業においても家庭内においても、社会システム

においてもジェンダーという考えが拭いきれない。こうした女性の自由なライフプランの

選択を奪う環境はジェンダーによって作り出されてきた。

中には性別役割分業の何がいけないのかと言う人もいるだろう。これに対し反対はしな

い。筆者の主張はペナルティーの課されない自由な選択である。確かにすべての女性が働

き、結婚し、育児をすることを望んではいないだろう。専業主婦になりたい人もいるだろ

うし、仕事を辞めてでも自分の手で育児をしたい人もいるだろう。しかしそれは積極的な

選択でなければならない。専業主婦を選んでも、好きなときに仕事に戻れる。出産後も質

を落とさずに仕事を続ける。短時間労働者が正社員として働ける。これらの条件がそろっ

た上で、はじめて主体的に自らのライフプランを決定できるのである。そのためには、各

制度、配偶者控除や社会保険も就労形態、就業の有無に関わらず、平等にしなければなら

ない。正規雇用と同じ保険年金制度を非正規労働者にも拡大する。各社会慣習、育児・介

護・家事は女性のものということを打破する必要がある。外部機関の整備として育児・介

護を充実させる。この利用も就業の有無に関わらず使用可能とする。（現状は就労者が優先

される）不便きわまりない婚姻、住民票、戸籍など家制度の特色が残るものを排除し、個

人単位で扱う。労働市場も女性を積極的に活用し、縁辺雇用者としてみることをやめる。

企業福祉を男女対等に扱う。こうした改革が必要とされる。

現状はこのようなジェンダー的諸制度によって標準ライフコースを選ばされてきた。こ

れを壊し、どのようなライフコースでも損得、優劣なくすることで多様な選択肢から積極

的に自らのライフコースを創造する。そのためには一面的に解決するのではなく、多面的

に労働市場､法律､制度､慣習を改善させていかなければならない。こうすることにより、

少なくとも消極的な理由による晩婚は減るのではないだろうか。
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派遣労働者の待遇改善策

～正社員への転換ルートと不安解消～

寺田可愛

要約

派遣労働者は、女性が多く、特に20代後半から30代前半の若い人が多い。そして、派遣労働者には、

2つのタイプがある。1つは、正社員への転換を希望している人である。もう1つは、派遣を積極的に選

択している人である。しかし、積極的に派遣を選択している人にも、不安定という問題がある。

2つのタイプの派遣労働者の改善策を考える。正社員への転換ルートとしては、紹介予定派遣がある。

紹介予定派遣を利用する事業所はまだ少ないが事前面接や書類選考を行うことが可能となり、これから利

用する事業所は増えると考えられる。また、不安定を解消するためには、いくつかの改善方法の中で、事

前面接を可能にすることが最も重要である。事前面接が可能になることで、不安定さは減少する。

1．はじめに

1986年、労働者派遣法が施行された。その後、法改正が重ねられ、その結果として、労

働者派遣の登録者数は、増加した。2003年度の一般労働者派遣事業における登録者数は、

198万人に達した。この登録者数は、1999年度以降急増している。これは、1999年に労働

者派遣法が改正され、派遣の対象業務が原則自由化になったことが原因と考えられる。ま

た、派遣労働者全体をみると多くは女性である。特に、登録型派遣労働者のうち大半が女

性である。そして、派遣労働者は20代後半から30代前半の若い人が多い。20代後半から

30代前半では、独身である可能性が高いと考えられる。

派遣労働者として働く人には、2つのタイプがある。1つは、正社員を希望しながら派

遣労働者として働く人である。もう1つは、派遣という働き方を積極的に選択して働く人

である。この2つのタイプでは、正社員を希望しながら派遣労働者として働く人の方が多

い。正社員を希望するということは、安定した働き方を求めていると考えられる。

しかし、登録型派遣労働者は、一般的に不安定であると言われている。では、実際どの

ような点において不安定であるのか、実態を明らかにする。

不安定さとしては、5つある。第1に、派遣契約期間が短いことである。第2に、短い

契約期間を更新することによって通算派遣期間は長くなるが、その延長期間が不確実なこ

とである。第3に、派遣契約の中途打ち切りをした事業所が6割もあり、その理由で最も

多いのが、「派遣労働者の知識・技能と派遣先の要望のミスマッチ」である。さらに、打ち

切り時の派遣先の対応が十分でないことである。第4に、未就労期間において、1年間で
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未就労が2週間以上続いた人が、3割いる。その3割に未就労の期間をたずねると、10週

間以上働かなかった人が4割もいた。第5に、年収で、派遣労働では、多くの収入を得る

ことが困難である。

以上のように、派遣労働は、不安定な働き方である。しかし、派遣労働を否定するので

はなく､派遣労働を一つの雇用形態として認め､さらに改善していくことが必要と考える。

それは、派遣労働を選択する人が急増し、労働者が派遣労働という働き方を認めているか

らである。

また、派遣労働者は、派遣労働で働くメリットとして、働くスタイルを自分の都合に合

わせて選ぶことができる「時間や曜日、残業の有無」を重視することよりも「能力や技術

を生かす」ことをメリットとして考えている。派遣労働を選択する人は、仕事内容に対し

て意識の高い人が多いといえる。意識の高い人が多いことからも、派遣労働という働き方

を認めることが必要である。さらに、労働市場において需要に迅速かつ的確に対応できる

仕組みという点からも派遣労働を認める必要がある。

一方、企業において派遣労働者を活用するメリットは、活用業務に求める能力を持つ人

材を、募集・採用のための費用をかけずに、迅速に確保できるところにある。そして、企

業は派遣労働者と雇用関係がないため、雇用調整のコストをかけずに、業務量の変動にあ

わせて活用人数を調整できる。さらに、労働・社会保険の手続きなども不要で、管理コス

トの抑制もできる。このような点において、企業は正社員の代替労働として派遣労働を考

えている。

そこで改善策として、2つ提案したい。1つは、正社員を希望している派遣労働者のた

めの正社員への転換ルートについてである。もう1つは、派遣労働者の最大の問題である

不安定さを減らす対策についてである。

本論文の構成は以下のとおりである。2節では、労働者派遣法の変遷やどのような人た

ちが派遣労働者として働いているのか、また、今後希望する働き方、どのような問題があ

るのか、という視点から労働者派遣の現状を示す。3節では、正社員への転換ルート、不

安定さの減少の2つにおける今後の改善策の提案を行う。4節で、結論を示す。

2労働者派遣の現状

（1）労働者派遣法の変遷

まず、労働者派遣法の変遷を概観する。

労働者派遣法は1986年7月に施行された。これは、労働者の「使用者」と「雇用者」を

派遣先企業と派遣元企業に分離し、三面労働関係を認めたものである。これにより、派遣

労働は労働市場において需要に迅速かつ的確に対応できる仕組みとなった。企業は、活用

業務に求める能力を持つ人材を､募集･採用のための費用をかけずに､迅速に確保できる。

そして、企業は派遣労働者と雇用関係がないため、雇用調整のコストをかけずに、業務量

の変動にあわせて活用人数を調整できる。さらに、労働･社会保険の手続きなども不要で、

管理コストの抑制もできるようになった。

その後、1990年、1994年、1996年と法改正されているが、大きな改正は1999年の改正
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である。改正は1999年12月に行われ、労働者保護を目的としたILO(国際労働機関)181

号条約'の批准を受けたものである。ここでは、対象業務の原則自由化が行われたが、規制

緩和の代償として、派遣期間が1年に制限された。さらに、2000年12月には、紹介予定

派遣制度が解禁された。これによって、派遣労働者が派遣先に就職することを予定して派

遣される紹介予定派遣が可能になった。ただし、派遣法の適用を受けるため、事前面接や

履歴書送付等は禁止とされた。

2002年12月に労働政策審議会は、厚生労働大臣宛に建議を提出した。この建議は、労

働者や求職者の保護の視点を持ちつつ、派遣労働者の雇用安定や適正な労働者派遣の確保

を配慮している。派遣期間の延長や紹介予定派遣での派遣就業開始前の面接、履歴書の送

付解禁などが提案された。派遣就業開始前の面接、履歴書の送付などの禁止は、紹介予定

派遣の円滑な運用を妨げている阻害要因として以前から指摘されていた｡この指摘を受け、

紹介予定派遣による派遣労働者の円滑な直接雇用を図るために面接解禁などが提案された。

2004年3月での法改正では、今まで禁止されていた製造ラインでの派遣が解禁された。

そして、労働政策審議会の建議を受けて、紹介予定派遣における派遣就業前の面接など派

遣労働者を特定することを目的とする行為が可能となった。また、先の建議を受けて、派

遣期間も改正された。自由化業務については、2004年3月1日より1年の派遣期間が緩和

され、3年まで派遣受け入れが可能となった。さらに、26業務については、派遣期間制限

が同日より廃止された。

以上のように、対象業務や派遣期間など、労働派遣法が施行された当初よりも規制緩和

が進んでいる。

（2）派遣労働者の概況

派遣労働者は、一般労働者派遣事業2の労働者と特定労働者派遣事業3の労働者に分類さ

れる。さらに一般労働者派遣事業には、常用雇用労働者と常用雇用以外の労働者とある。

常用雇用以外の労働者は、登録型派遣労働者とも呼ばれる。業務の種類をみると、一般労

働者派遣事業では、常用、常用以外の労働者ともに、事務用機器操作、財務処理、ファイ

リング、取引文書作成などが多い。一方、特定労働者派遣事業では、ソフトウェア開発、

機械設計などが多い。

では、派遣労働者は、どのくらいいるのであろうか。図表1に示しているように、日本

人材派遣協会（2005）によると、2003年度の一般労働者派遣事業における登録者数は198

万6974人と対前年度比10.9％の増加となった｡登録者数は､1999年度以降急増している。

これは、1999年の労働者派遣法改正により、派遣の対象業務が原則自由化されたことが原

因と考えられる。

11LO181号条約は、民間職業仲介事業所のサービスを利用する労働者の保護と共に民間職業仲介事業所

の運営を認めるに当たっての枠組みを規定する。また、労働市場政策の策定やその実施のための公的資金
の利用や管理の最終的な権限は公の機関にあるとした上で､公共と民間の職業仲介事業所の協力促進のた

めの条件の策定とその定期的な検討を国に求めている。

2一般労働者派遣事業とは、特定労働者派遣事業以外の労働者派遣事業（主として、登録型の労働者を派

遣する事業）であり、許可制となっている。

3特定労働者派遣事業は、その事業の派遣労働者が常用雇用のみである労働者派遣事業のことをいい、届

出制となっている。
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次に労働者数をみてみよう。特定労働者派遣事業の労働者数は、2002年の15万人が最

も多く、その後わずかに減少している。しかし、一般労働者派遣事業の労働者数は､常用、

常用以外ともに1998年に一旦は減少したものの、その後は増加し続けている。労働者数で

は、常用雇用以外の労働者が最も多い。また、登録者に比べ、実際に労働している人の割

合は、30．4％にすぎない。

人

図表1派遣労働者数の推移

→一一般:常用雇用労働者数

寺一般:登録者数

一一一般:常用雇用以外の労働者数

一幸特定:常用雇用労働者数
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菫窯簔季器
187‘813

141．111150，781138．887
6

19961997199819992000200120022003年

(注）一般労働者派遣事業とは、特定労働者派遣事業以外の労働者派遣事業（主として、登録型の労働者

を派遣する事業）であり、許可制となっている。

特定労働者派遣事業とは､その事業の派遣労働者が常用雇用労働者のみである労働者派遣事業であ

り、届出制となっている。

（出所）日本人材派遣協会（2005）
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派遣労働者の派遣先事業所の業種をみていく。東京都産業労働局の派遣労働に関する実

態調査によると、「金融・保険業」が23．3％と最も多い。次いで、「製造業」が12.1％、「情

報以外のサービス業」が10．9％、「情報サービス業」が9．3％、「建築業」が8．2％となっ

ている（図表2)。

図表2派遣事業所の業種(n=570)

蕊瞬鰯撫撫癖綱金融･保険業

製造業

情報以外のサービス業

情報サービス業

建設業

運輸･通信業

卸売･小売業､飲食店

旅行業

官公庁･公団等

電気･ガス･鼎供給･水道業

その他
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(出所）東京都産業労働局（2003）

次に、どのような人が派遣労働者として働いているのかをみてみよう。平成13年度労

働者派遣事業報告集計結果に基づいて、性別、年齢の2つを順にみていく。

まず、性別をみていく。派遣労働者全体では、女性が65．1％となっている。派遣労働者

全体をみると、女性が多い。また、登録型派遣労働者のうち87．4％が女性である。一方、

常用労働者では、53.1%が男性である（図表3)。特に登録型派遣労働者において女性の割

合が高い。

(単位：人、％）図表3派遣労働者の性別

女性 男性 不明総数

総数

比率

3,460

100

2,253

65．1

1,204

34．8

3

0．1

登録型派遣労働者

比率

1,493

100

1,305

87．4

186

12．5

2

0．1

常用労働者

比率

0

0．0

1,801

100

844

46.9

957

53.1

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）
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次に年齢をみていく。パートタイマーは､年齢が高くなるとともに働く人も増えている。

それに対して派遣労働者は、「25～29歳」が最も多く25％を超えている。次いで「30～34

歳」が多くなっている（図表4)。20代後半から30代前半で、全体の50％近くを占める。

派遣労働者は20代後半から30代前半の若い人が多いことがわかる。

図表4派遣労働者とパートタイマーの年齢層別構成比

構成比(％）
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(出所）日本人材派遣協会（2005）

労働者派遣法の改正によって、対象業務が拡大されるなどの規制緩和を受けて、一般労

働者派遣事業の登録者数は、毎年増加しており、派遣という働き方を選択する人が増加し

ていることがわかった。また、派遣労働のなかでも一般労働者派遣事業が増加しており、

登録型派遣労働者が増加していることがわかった。そして、派遣労働者は女性が多く、若

い人であった。

（3）今後希望する働き方

前小節では、派遣労働者の数、業種、性別、年齢層をみてきた。ここでは、現在、派遣

労働者として働く人たちが、今後はどのような働き方を希望しているのかをみていく。

「今後も派遣労働者として続けたい」と答えた人は29．7％、「できるだけ早い時期に正

社員として働きたい」と答えた人は25.8％、「家庭の条件が整えば正社員として働きたい」

と答えた人は、10.7%となっている（図表5)。「正社員として働きたい人」を合計すると、

36.5％となる。このように、派遣労働を自ら積極的に選択して働いている人よりも正社員

として働くことを希望している人のほうが多い。
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図表5今後希望する働き方 (単位：人、％）

人数

比率

総数

3‘460

100

今後も派遣

労働者とし

て続けたい

1,029

29．7

できるだけ

早い時期に

正社員とし

て働きたい

893

25.8

家庭の条件

が整えば正

社員として

働きたい

369

10．7

パートタイム

やアルバイト

として働き

たい

68

20

自分で企業

を経営した

い

156

4．5

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）

いろいろな

働き方をし

たい

545

15.8

不明

400

11．6

以上から、派遣労働者と言っても、2つのタイプがあることがわかった。1つは、正社

員を希望しながら派遣労働者として働く人である。もう1つは、派遣という働き方を積極

的に選択して働く人である。

では、非正規労働のなかで、なぜ派遣労働者として働くことを選択したのか。派遣労働

者として働くメリットをみていく。平成13年度労働者派遣事業報告集計結果によると、｢仕

事の範囲や責任が明確」と答えた人は34.0％と最も多い。次いで「自分の能力を生かせる」

と答えた人が26．9％、「専門的な技術や資格を生かせる」と答えた人が26.8％、「働きたい

仕事内容を選べる」と答えた人は、24．5％となっている（図表6)。

このように派遣労働者として働くメリットとしては、能力や専門的な技術を生かしたい

と考える人が多い。派遣労働におけるメリットと思われた｢働きたい曜日や時間を選べる」

と答えた人は18．0％、「残業・休日出勤をしなくてもすむ」と答えた人は、14．7％となっ

ている。「時間や曜日」ということよりも「能力や技術を生かす」ことをメリットとして考

えていることがわかる。また「特段のメリットはない」と答えた人は、15．1％であった。

このようにメリットを享受していない人もいることがわかる。

図表6派遣労働者としての働き方のメリット（複数回答）（単位：人、％）

人数

比率

人数

比率

総数

3,460

100

残業･休

日出勤を

しなくて

もすむ

508

14．7

仕事の範

囲や責任

が明確

1,178

34．0

働く期間

を限って

働ける

483

14．0

会社への

忠械心を

求められ

ない

468

13．5

働く企業

や職場を

選べる

523

15．1

専門的な

技術や資

格を生か

せる

929

26．8

会社の人

間関係に

煩わされ

ない

468

13．5

自分の能

力を生か

せる

931

26．9

働く年齢

に制限が

ない

275

7．9

賃金水準

が高い

365

10．5

正社員と

しての就

琉先が見

つかるま

でのつな

ぎとなる

322

9．3

仕事がす

ぐにみつ

かる

366

10．6

その他

74

2．1

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）

83

働きたい

仕事内容

を選べる

849

24.5

特段のメ

リットは

ない

523

15．1

働きたい

曜日や時

間を選べ

る

不明

623

18．0

108

3．1



跡見マネジメント第1号2006.3

派遣労働のメリットとしては、働くスタイルを自分の都合に合わせて選ぶことができる

「時間や曜日、残業の有無」を重視することよりも「能力や技術を生かす」ことをメリッ

トとして考えていることがわかった。このように、派遣労働を選択する人は、仕事内容に

対して意識の高い人が多いといえる。

次にデメリットには、どのようなものがあるのかをみていく。「将来の見通しがたたな

い」と答えた人は40.3％と最も多い｡次いで｢雇用が不安定である」と答えた人が39．0％、

「技能が向上しても評価が上がらない」と答えた人が29．5％、「賃金水準が低い」と答え

た人が28．8％となっている（図表7)。

このように派遣労働者として働くデメリットとしては、将来の見通しがたたないことや

雇用が不安定であると考える人が多い。「重要な仕事が任せてもらえない」といった仕事内

容に関する事柄よりも生活する上での不安を感じている人が多い。また、「特段のデメリッ

トはない」と答えた人は、12．7％と少ない。このことから、多くの派遣労働者は何かしら

不満を持っていることになる。

図表7派遣労働者としての働き方のデメリット（複数回答）（単位：人、％）

人数

比率

人数

比率

総数

3,460

100

技僥が向

上しても

評価が上

がらない

1,021

29．5

収入が不

安定であ

る

976

28．2

派遣先の

受入れ体

制が整備

されてい

ない

368

10．6

雇用が不

安定であ

る

1,349

39．0

福利厚生

が不十分

620

17．9

社会保険

等に加入

しにくい

238

6．9

将来の見

通しがた

たない

1,394

40－3

仕事の範

囲や責任

が不明確

であり、

過度の責

任を負わ

されやす

い

その他

617

17．8

97

2．8

重要な仕

事が任せ

てもらえ

ず働きが

いに欠け

る

576

16．6

特段のデ

メリット

はない

441

12.7

補助的な

仕事しか

任されな

いため経

験を積み

重ねても

職業能力

が向上し

にくい

不明

569

16．4

181

5．2

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）

賃金水準

が低い

997

28.8

ここまで派遣労働のメリット、デメリットをみてきた。仕事内容に対して意識の高い人

多いなかで、仕事内容に関することよりも生活する上での不安を感じている人が多い。

のことから派遣労働は、不安定であるということがわかる。

が多いなかで、仕事内容に関することよりも生活する上での不安を感じている人が

このことから派遣労働は、不安定であるということがわかる。

次小節では、特に不安定であるといわれる登録型派遣労働者について取り上げる。
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（4）登録型派遣労働

派遣労働者の問題点として、派遣契約期間、通算派遣期間、中途打ち切りの有無、末就

労の期間と理由、年収の5つの観点から順にみていく。

まず、派遣契約期間を厚生労働省派遣労働者実態調査に基づきみていく。派遣契約総数

では｢3カ月以上6カ月未満｣が最も多く31．0％､次いで｢6カ月以上1年未満｣が29.4％、

「1カ月以上3カ月未満」が20．4％となっている（図表8)。このように、派遣契約におい

て「6カ月未満」が半数を超えている。派遣期間が3年まで可能になったとはいえ、派遣

労働は、短い期間で契約が結ばれていることがわかる。

図表8派遣契約期間別契約件数の構成比

1カ月未満,1.8％

6

(出所）厚生労働省「派遣労働者実態調査結果の概況」

次に、通算派遣期間をみていく。通算派遣期間とは、契約が継続して更新されてきた場

合にはその契約期間を通算したもの、そうでない場合には現在の派遣契約期間のことをい

う。

「1年以上3年未満」が36．1％と最も多い。次いで「6カ月以上1年未満」が27．4％、

「3年以上」が16.1%となっている（図表9)。派遣契約期間では、「6カ月未満」が半数を

超えていた。しかし、通算派遣期間では、「1年以上3年未満」と「3年以上」の割合を足

すと、半数を超え長くなる。これは、最初の契約期間は短いが、契約が更新されているこ

とを示していると考えられる。

しかしながら、派遣労働者にとって、契約が更新されるかどうか事前にわからないため

将来設計がしにくいなど不安定な状態に陥っていると考えられる。

85



跡見マネジメント第1号2006.3

図表9通算派遣期間別契約件数の構成比

1

(出所）厚生労働省「派遣労働者実態調査結果の概況」

派遣先からの派遣契約中途打ち切りの有無についてみていく。東京都産業労働局の派遣

労働に関する実態調査によると、61．7％の事業所が「ある」と答えている。契約が更新さ

れている割合が高いとはいえ、約3/4弱の事業所が中途打ち切りを行っている。

中途打ち切りの理由（3つまで選択）をみると、「派遣労働者の知識・技能と派遣先の要

望のミスマッチ｣が67．0％で最も多い｡次いで､｢派遣先の事業計画の変更･中止｣が54．8％、

「派遣労働者の勤務状況に問題がある」が34．5％の順となっている（図表10)。最も比率

の大きい「派遣労働者の知識・技能と派遣先の要望のミスマッチ」は、事前面接ができな

い派遣労働の特殊な問題が関係していると考えられる。
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図表10中途打ち切りの理由(n=330,3つまで選択）

派遣労働者の知識･技能と派遣
先の要望のﾐスマッチ

派遣先の事業計画の変更･中止

派遣労働者の勤務状況に問題が

ある

派遣労働者と派遣先との人間関

係に問題がある

派遣先の欠員補充･新規採用等

派遣先に派遣労働者から苦情の

申し出

その他
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(出所）東京都産業労働局（2003）

さらに、中途打ち．切り時に企業は派遣労働者にどのような対応をしているのかを図表11

でみていく。「就業機会の確保」とは、派遣先が契約を中途で打ち切る場合、関連会社での

就業を斡旋するなどにより、新たな就業機会の確保を図ることである。「就業機会の確保」

については、「ほとんどない」が50．0％で最も多く半数を占める。次いで、「たまにある」

が34．8％、「よくある」が10．6％となっている。「就業機会の確保」において「ほとんどな

い」が50．0％ということは、契約を中途で打ち切られた場合、すぐに働くことができない

ということになる。

「打ち切り予告」とは、中途打ち切りを行う場合、派遣元事業主の合意を得ることはも

とより、あらかじめ相当の猶予期間をもって派遣元事業主に解除の申入れを行うことであ

る。「打ち切り予告」については、「よくある」が45．8％で最も多い。次いで、「たまにあ

る」が36．7％、「ほとんどない」が145％となっている。

「損害賠償の支払い」とは、中途打ち切りの予告を行わない派遣先は、速やかに、当該

派遣労働者の少なくとも30日分以上の賃金に相当する額について損害の賠償を行うこと

である。「損害賠償の支払い」については「ほとんどない」が75．8％で最も多い。次いで

「たまにある」が17．3％、「よくある」が3．0％となっている。「損害賠償の支払い」にお

いて「ほとんどない」が75．8％と派遣労働者は保障されていないことがわかる。
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図表11中途打ち切り時の派遣先の対応(n=330)

|pよくある■たまにある園ほとんどないロ無回答
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(出所）東京都産業労働局（2003）

派遣労働における未就労の期間は、どのくらいあるのかをみていく。東京都産業労働局

の派遣労働に関する実態調査によると、1年間で未就労が2週間以上続いた人は、30．4％

となっている。2週間以上の未就労期間が「ある」と答えた人に対して、未就労の期間を

たずねたところ、「2～4週未満」が20．6％で最も多い。次いで、「4～6週未満」と「10～

15週未満」がともに154％となっている（図表12)。

10週未満をあわせた割合では、1998年度が55．2％となり、2002年度が52．6％となる。

それに対して、10週以上をあわせた割合では、1998年度が28.8％となり、2002年度が、

40.0%となる。10週未満の割合は、ほとんど変わらないのに対し、10週以上の割合が増加

していることがわかる。

図表12未就労だった期間(n=175) (単位：％）
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未満
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(出所）東京都産業労働局（2003）

働かなかった理由としては、「自分の都合」が44．6％で最も多い。一方で、自分の都合

以外では、「仕事の紹介がなかった」が28．0％、「仕事が合わなかった」が7．4％、「その他」

が20.0%となっている。

未就労が2週間以上の人は30.4％と多い。さらに、未就労が2週間以上あると答えた人

のなかで、10週間以上働かなかった人が40．0%となっている。そして、働かない理由の

28.0％が「仕事の紹介がなかった」ことから、仕事が見つからない人は長期間未就労とし
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て定着していることになる。

次に年収をみていく。年収は、「200万円～250万円未満｣が21．9％で最も多い｡次いで、

「250万円～300万円未満｣が16．0％、「150万円～200万円未満｣が13.6%となっている。

「400万円以上」はあわせても5.1%にすぎない。1998年度と比較すると8.0%から2.9

ポイントも減少している（図表13)。

1998年度と比べると、「100万円～300万円未満」の割合が増えている。これは、派遣労

働の年収が全体的に減少していることがわかる。派遣労働者が増加しているにもかかわら

ず、年収の少ない人が増えていることは、問題である。そこで1998年と2002年の派遣料

金を比較すると、2002年の派遣料金は低下している。派遣料金が低下したことにより、年

収が減少していると考えられる。

図表13年収(n=575)(単位:%)
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(出所）東京都産業労働局（2003）

派遣労働の大きな問題は、不安定さである。その不安定さとしては、5つあった。

第1に、派遣契約期間の短さである。派遣期間が3年まで可能になっているにもかかわ

らず、6カ月未満が大半である。第2に、短い契約期間を更新することによって、通算派

遣期間が長くなっていることである。派遣労働者にとつ､て、契約が更新されるかどうかわ

からず、結果的に長く働けたとしても常に契約打ち切りの不安を持たざるをえない。

第3に、派遣契約の中途打ち切りをした事業所が61．7％にのぼることである。中途打ち

切りの理由をみると、「派遣労働者の知識・技能と派遣先の要望のミスマッチ」が67．0％

で最も多い。これは､事前面接ができない派遣労働の特殊な問題が関係している。そして、

中途打ち切り時の派遣先の対応は、就業機会の確保や損害賠償の支払いにおいて十分であ

るといえない。

第4に、未就労期間の長さである。10週間以上働かなかった人が合わせて40.0%いる。

長期間仕事が見つからない人が増加している。第5に、年収が少ないことである。1998年

度と比べると、「100万円～300万円未満」の割合が増えており、派遣労働者の年収が全体
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的に減少していることがわかる。派遣労働者が増加しているにもかかわらず、年収の少な

い人が増えている。これは、派遣料金が低下したことによって、年収が減少していると考

えられる。派遣労働では、多くの年収を得ることが困難である。

登録型派遣労働者は、1998年に一旦減少したが、増加し続けている。また、20代後半

から30代前半の女性が多い｡今後の働き方の希望では、正社員を望みながら派遣労働者と

して働く人が多かった。正社員を希望する人が、望み通りに正社員として働くことができ

るのならば、それが最も良いことである。また、「雇用が不安定」など生活する上での不安

を感じる人が多かった。不安定さの要因としては、派遣契約期間の短さ、通算派遣期間が

不確実なこと、派遣契約の中途打ち切りへの不安、未就労期間が長い、年収の低さの5つ

が挙げられる。

20代後半から30代前半では、独身である可能性が高い。独身である場合、1人暮らし

や親と同居であっても、現在の暮らしや将来設計において安定した労働形態が必要ではな

いだろうか。また、結婚した場合においても、共働きとして家計の一部を担うことになる

ので安定した労働形態が必要になると考えられる。

3．改善策の提案

派遣労働者の働く環境を改善するために、1つには、派遣労働者から正社員への転換ル

ートを考える。もう1つは、派遣労働の不安定さを減少させる対策を考える。

まず、企業が正社員をどの程度採用するつもりでいるのかをみていこう。厚生労働省平

成17年度労働経済白書によると、今後の雇用形態の組み合わせとして、「長期雇用労働者

中心だが、パート・派遣等の比率を拡大する」と答えた企業の割合が52．0％と半数を超え

ている。また、「長期雇用労働者は中核業務のみとする」と答えた企業は14．8％となって

いる（図表14)。このように企業は正社員を中心に雇用するよりも非正規労働者を組み合

わせて雇用しようとしていることがわかる。正社員の採用は今後それほど増えない可能性

が高い。

図表14今後の雇用形態の組み合わせ

その他4.1％

長期雇用労

は中核業務
とする.14

今
労

後も長期雇用

働者を中心に
する.29.2％

稀

蕊蕊

を拡大する

52.0%

(出所）厚生労働省（2005）
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しかし、派遣労働から正社員への転換が不可能なわけではない。派遣労働者から正社員

へ転換する方法として、2000年に解禁された紹介予定派遣がある。これは、派遣労働者が

派遣先に就職することを予定して行う労働者派遣である。直接雇用する前に派遣労働者と

して一定期間就業させ、派遣就業の終了時に、職業紹介のかたちで派遣先が派遣労働者を

雇い入れるしくみである。

派遣就業終了後に必ず採用しなければならないというものではなく、職業紹介は、派遣

先および派遣労働者のいずれもが希望した場合にかぎり行われる。加えて、2004年3月の

改正労働者派遣法施行により、履歴書による書類選考や採用面接、採用試験を課すことが

可能となった。

では、実際どのくらい紹介予定派遣が利用されているのか、を平成13年度労働者派遣事

業報告集計結果に基づいてみていく。

まず、派遣先企業のうち紹介予定派遣を認知している事業所は、37．0％であった。紹介

予定派遣という制度自体があまり、認知されていない。次に、紹介予定派遣の利用予定を

みると、「今後とも利用の予定はない」と答えた事業所が47．8％と半数に近い。「検討中で

ある」と答えた事業所は33.8％、「すでに利用している」と答えた事業所は12.0％と少な

い（図表15)。このようにすでに利用している事業所、これから利用を考えている事業所

も少ない。

図表15紹介予定派遣の利用予定（制度を知っている事業所のみ）

事業所数(個）

割合(%)
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(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）
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次に、紹介予定派遣で受け入れたことのある派遣労働者数をみると、「1人」が44.9％、

「2人」が14．6％、「3人」が12．4％となっている（図表16)。1つの事業所で受け入れる

紹介予定派遣の派遣労働者は少ない。

図表16紹介予定派遣で受け入れたことのある派遣労働者数(紹介予定派遣を利用してい

る事業所のみ）

事業所数(個）

割合(％）

該当事業所1人2人3人4～5人6～9人10人以上不明平均(人）

8940131194844．7

10044.914612.410.14.59.04.5

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）

次に、紹介予定派遣で職業紹介を経て直接雇用に結びついた労働者数をみると、「1人」

が33．7％、「0人」が28.1%、「2人」が12.4%となっている（図表17)。紹介予定派遣か

ら直接雇用に結びつく労働者も少ない。
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図表17紹介予定派遣で職業紹介を経て直接雇用に結びついた労働者数(紹介予定派遣を

利用している事業所のみ）

事業所数(個）

割合(％）

該当事業所0人1人2人 3 人 4 ～ 5 人 6 ～ 9 人 1 0 人 以 上 不 明 平 均 ( 人 ）

89253011433582．3

10028．133．712．44．53．43．45．69．0

(出所）厚生労働省職業安定局民間需給調整課（2004）

このように紹介予定派遣という制度はあるが、それを認知している事業所は37．0％と少

ない。まずは、紹介予定派遣という制度があることを広く認知させることが必要である。

制度が認知されることによって、利用する事業所が増えると考えられる。そして、利用す

る事業所が増えることで、直接雇用に結びつく派遣労働者も増加する。上記の値は、事前

面接が禁止されているときのものである。2004年3月の改正労働者派遣法施行により、紹

介予定派遣において、履歴書による書類選考や採用面接、採用試験を課すことが可能とな

った。この改正により、紹介予定派遣がいっそう利用しやすくなる。

では、企業において紹介予定派遣とはどのようなメリット・デメリットがあるのか、佐

藤（2004）に基づいてみていく。通常の採用活動では、試験や面接などによって採否を決

定するが、応募者の能力や適性に関して得られる情報には限界がある。しかし、紹介予定

派遣では、実際に仕事をさせながら能力や適性を見極められるため、より豊富で正確な情

報に基づく採否の判断が可能になる。さらに、実際に仕事をさせながら、その人がどのく

らいの習熟スピードをもっているか、将来はどの程度の仕事まで任せることができるか、

といった潜在的な能力や将来性なども判断しやすくなる。

但し、派遣就業終了後の職業紹介は有料職業紹介事業として行われるので、雇い入れる

際には派遣会社に紹介手数料を支払うことになる。また、募集・採用のコストは抑えられ

るが、人材育成のコストが解消されるわけではない。即戦力の人材であっても、派遣就業

のあいだは、新たな仕事に慣れさせるために一定の人材育成が必要となる。よって、紹介

予定派遣として受け入れた派遣労働者を採用することができなければ、派遣期間中の人材

育成投資は回収できない。紹介予定派遣を利用する場合においても、派遣就業を開始する

前の段階から、仕事と人材のミスマッチを防ぐ努力が必要となる。また、派遣労働者に対

して自社の情報を十分に伝え、派遣労働者が将来直接雇用されて働きたい会社かどうかを

判断する材料を提供することが必要となる。

このように紹介予定派遣を利用することによって、メリットだけではないが企業は求め

る人材を確実に雇用しやすくなるといえる。

次に、派遣労働者がより安定的に働くためには、派遣という制度をさらに改善する必要

がある。

派遣労働者の不安定さとしては、5つあった。第1に、派遣契約期間の短さである。第

2に、契約更新により通算派遣期間が長くなることである。派遣労働者にとって、契約が

更新されるかどうかわからず、働くことは不安定である。この2つの問題を企業側からみ

ると、派遣契約期間の短さについては、どのような人材が派遣されてくるかわからない状

態で長い契約期間で雇うことは難しい。そして、契約更新による通算派遣期間の長期化で

は、派遣されてきた人材がよい場合や業務量の変動に対処するために、業務量に合わせて
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更新していると考えられる。

この2つの問題においては、最初の契約期間を派遣先が最大限長くすることによって不

安定さは減少する。今までは、誰が派遣されてくるかがわからないため契約期間が短かっ

たと考えられる。事前面接をして契約をするようになれば、契約期間も長くなるはずであ

る。契約期間が長くなることにより更新機会が減り、更新されるかどうかわからない不安

は減る。

第3に、派遣契約の中途打ち切りが多いことである。そして、中途打ち切りの理由をみ

ると、「派遣労働者の知識・技能と派遣先の要望のミスマッチ」が最も多かった。これも、

事前面接ができない派遣労働の特殊な問題が関係している｡この問題を企業側からみると、

派遣された人材が業務に対する能力を持たない場合や､事業計画の変更･中止の場合では、

中途打ち切りも仕方ないといえる。この問題は、事前面接をすることによって解消できる

ことである。これにより、中途打ち切りがかなり減少すれば、より派遣労働者の労働環境

は安定的になる。

また、中途打ち切り時の派遣先の対応は、就業機会の確保や損害賠償の支払いにおいて

十分ではなかった。この問題は、事前面接をすることにより、中途打ち切りがかなり減少

するので、解消されると考えられる。企業側からみると、やむをえず中途打ち切りをする

ことによる就業機会の確保や損害賠償の支払いは、余計にコストがかかることになる。し

かし、派遣労働において就業機会や損害賠償の支払いが十分でないことは、不安定さに拍

車をかけるものである。よって、就業機会の確保や損害賠償の支払いを企業側に徹底させ

る必要がある。

第4に、未就労期間の長さである。「2～4週未満」が最も多いが、10週間以上働かなか

った人が合わせて40．0％もいた。長期間仕事が見つからないことにより、生活することが

困難になる｡この問題は､派遣元が派遣労働者にもっと仕事を紹介することが必要である。

そして、紹介するためには、派遣労働者がどのような職種で働きたいのか等の要望をきち

んと把握することも必要となる。

第5に、年収が少ないことである。派遣労働者が増加しているにもかかわらず、年収の

少ない人が増えていることは問題である。この問題は、派遣料金の低下により年収が減少

したと考えられる。これは、派遣料金が元に戻るか、あるいは、より高額になることによ

って解消される。派遣料金低下の原因は、派遣労働者が増加したことにより供給量が増え

たためと考えられる。派遣料金が元に戻るには、需要が増えることが必要となる。図表14

で見たように、今後「パート・派遣等の比率を拡大する」企業は半数を超えているので、

需要が増える可能性は高い。また､派遣契約が長くなり、中途打ち切りが減少することで、

派遣労働者の年収は、増加することになる。

この5つの点において、問題が解消されることで、派遣労働者の不安定さは減少する。

4．おわりに

本論文では、派遣労働の現状、不安定さをみるとともに、正社員への転換ルートはある

のか、そして､、派遣労働者がより安定的に働くことができる対策を考えてきた。

派遣労働は、不安定な働き方である。しかし、派遣労働を否定するのではなく、派遣労

働を一つの雇用形態として認め、さらに改善していくことが必要と考える。それは、派遣
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労働を選択している人が急増しているからである。急増しているのは、労働者が派遣労働

という働き方を認めているからといえる。

また、派遣労働のメリットとしては、「時間や曜日、残業の有無」を重視することより

も「能力や技術を生かす」ことをメリットとして考えていた。派遣労働を選択する人は、

仕事内容に対して意識の高い人が多いといえる。意識の高い人が多いことからも、派遣労

働という働き方を認めることが必要である。さらに、労働市場において需要に迅速かつ的

確に対応できる仕組みという点からも派遣労働を認める必要がある。

派遣労働者の1つのタイプである正社員として働くことを希望している人は多い。正社

員を望む人が正社員として働くことができるならば、それが最も良いことである。この問

題は、紹介予定派遣が頻繁に利用されることにより、派遣労働から正社員へ転換すること

は可能となる。派遣労働者における不安定さは、派遣契約期間や中途打ち切りなど5つあ

った。この5つの問題が解消されることにより、かなり不安定さは減ることになる。

労働者派遣法改正により、派遣の対象業務や派遣期間については、かなり緩和されてき

ている。これからは、事前面接を行えるようにすること、就業機会の確保や損害賠償の支

払いを徹底させるなど、派遣労働者の不安定さを解消する事柄について法改正をしていく

べきである。

現在、雇用形態が多様化し、個々人の働き方に対する考え方も変化している。多様化す

る雇用形態のなかで、派遣労働はこれから重要になると考える。それは、派遣労働者は女

性が多く、女性の社会進出において重要といえるからである。また、少子高齢化による労

働力低下において、企業にとっても労働力を確保する意味で派遣労働がとても重要になっ

てくると考える。そして、派遣労働者は、働く意識の高い人が多い。意識の高い労働力と

いう視点からも派遣労働は重要であると考える。雇用形態が多様化するなかで派遣労働が

若い女性にとって安心して働くことができる雇用形態になることを期待したい。
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働く女性

～子育ての権利～

森重彰子

要約

本論文では、働く女性（子育ての権利）について、現在の日本の女性の働き方の特徴M字カーブになる

という特徴の分析、女性差別の原因について、女性差別撤廃条約とわが国の対応、判例の検討という流れ

から実際に既婚者の女性が、子育てをしながら働くということを保障されているかを検討した。M字カー

ブ（働く女性）の特徴として、結婚・子育ての時期になると会社を辞め、子育てが落ち着くとパートとし

て職場に復帰をする女性が多い。これは、男女の間で仕事などの役割を分担してしまうという考え方性別

役割分業論があったことから、女性の差別が生じてしまったことが明らかになった。だが、この差別を撤

廃するために女性に様々な男女差別撤廃条約や育児・介護法などで育児や出産について様々な保障がされ

ていることが分かった。そして、今現在も女性差別の撤廃運動に様々な動きがなされているので、既婚者

の働く女性は法律で保障されている権利を堂々と行使するべきである。

1．はじめに

現代の日本の女性の働き方の特徴をグラフにすると「M字カーブ」になっている。

以下のグラフを参照してみると、この「M字カーブ」の傾向は、女性の労働率は、結婚、

出産、子育て期に低下しM字型になっているということがグラフからみてとれる。また、

潜在的労働力率では、労働力率にあったM字のくぼみはほとんどなくなり、台形に近くな

っていることから、子育て期においても就業を希望する意識はある一方で、現実的には子

育てと就業の両立は困難という状況を反映していることがグラフからよみとれる。

以下のグラフは、女性の年齢階級別潜在的労働力率を表している。
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図表l女性の年齢階級別潜在的労働力率
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次に、図表2の女性の年齢階級別労働力率の国際比較のグラフで、他国と日本の女性の

年齢階級別労働力率を比較すると、アメリカ･スウェーデン・フランスなどの先進国では結

婚・出産・育児期においても労働力率の減少は見られないことから、必ずしも女性労働力

率が、M字カーブを描くのではないことが分かる。

図表2女性の年齢階級別労働力率の国際比較
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現代の日本は、学校を出たら就職するということは男女ともあたりまえのことのように

なってきている。かつては、女性は結婚するという「寿退社」が多かったが、現在は結婚

をしても働き続ける共働きが増えてきた。

しかし、共働きが増えているのに現在もなおﾙl字カーブなのはなぜであろうか。
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M字カーブになる理由としてあげられるのが、女性の権利が女性自身によって行使がさ

れていないのではないかと考える。

例えば、60年代頃の企業では、女性は25歳～30歳で定年といった女性だけの早期退

職の制度を就業規則などで設けていて、会社を辞めざるをえなかった。しかし、男女雇用

機会均等法は、上記のような定年、退職における明らかな差別を制度として、取り決める

ことを禁止としたが、現在も潜在的労働力率が労働力率より上回っているのが現状である。

21世紀就業財団の調査によると、女性に対する差別慣行があると答えた女性労働者が｢妊

娠・出産時｣、「中・高年齢に達した時」の時期が、職場に居づらくなる雰囲気がある。と

回答している。つまり、制度はなくても「慣行」として残っているのである。

その慣行が、結婚・出産を機会として一時退職をし、子育てが一段落したらパートなど

で再就職をする女性を多くしているのではないかと考えられる。

上記のことから、1992年に育児休業法が施行され、働きながら子育てをする権利が女性

にも男性に保障されているのにも関わらずM字カーブを描いてしまうのは、女性の権利が

女性自身によって行使がされていないのではないかと考え、女性が女性の権利保障がある

という自信をもって行使出来るように、女性差別の原因をはじめ、現行法を整理していき

たい。

2．女性差別の原因について

日常の生活や労働からなぜ、男性と女性の間で性別が生じてしまったのであろうか。

「男は男らしく、強く、たくましく・女は女らしく、やさしく、かわいく」という性別

特性論がある。これは、男女は生得的な性の違いによって身体的・精神的違う特徴を備え

ているため、各々の特徴に基づいて役割や社会的ポジションなどが異なるのは自然である

とする考え方をするものである。

また日本では、戦前の家庭制度などからくる半封建的な制度と意識や慣習があり、「男は

仕事」「女は家事・育児」という男女それぞれの生き方とされる「性別役割」という考えが

女性に家庭をおしつけてきた。この「性別役割」とは、生物学的な性の違いに基づいて、

社会が期待し要求している行動パターンや態度、性格特性を総称したものが定義されてい

る。

人はそれぞれ自己が所属する会社において、性に応じて期待され受け入れるように方向

づけられた役割を担い、社会化の一つとして人の発達・過程において獲得されるものであ

り、社会や時代の制約を受けつつその期待に応えていくことが「適応」的であると位置づ

けられている。この考えが、「女は家事・育児」「男は仕事」という家庭内の性役割になっ

てきたのである。

そして、近代資本制社会時代が、「男性は家庭外の職場で仕事・女性は家庭内で家事や育

児」という男女の性別役割分業は、個別企業内労働組織における性別職務分離、個々の婚

姻関係における性別役割分担を伴って進行し、性別役割分担意識によって維持・増進され

性別役割分業論として考えられてきたのである。

1970年代から80年代にかけてアメリカでは、性役割が維持・増進されてきたことに着目

して、この性別特性論・性別役割分業論の2つの考え方は、「男女を区別する中でつちかわ

れてきたものであり、「男らしく・女らしく」や「男の役割・女の役割」は、生物学的な性
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別によって決定されたものだと考えられてきた。しかし、この数十年の間に、様々な学問

分野でこの生物学的決定論は否定され、男女の特性や役割は、生まれた後に、社会的・文

化的につくられたものであることがあきらかにされ近代的性差別の根源として、社会学者

達に指摘されてきたのである。

また、1970代以降から男女不平等の原因は性別役割分業論にあるとして、その撤廃を最

優先の課題として取り組んできた。

しかし日本では、性別特性論・性別役割分業論の考え方が今現代でも性役割分業などを

肯定する意見が他国などに比べて多く、性別特性論・性別役割分業論の考え方は日本人に

根強く意識され残ってしまっているのである。

3女性差別撤廃条約とわが国の対応

（1）女性差別撤廃条約

女性差別撤廃条約の正式名称は、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に対する条

約」（撤廃条約）である。

撤廃条約は、1967年に国連に総会で撤廃条約宣言が採択されたが、法的拘束力のない｢宣

言」であったため、法的拘束力を持つ「条約」を制定しようという動きが高まり、「国連婦

人の十年」の後押しで、撤廃条約は、1979年12月18日に採択され、1981年に効力が発生

され175ケ国が批准しており、日本は、1985年7月25日に批准している。

日本では批准に先立ち、国内法の整備がされ国籍法の改正（父系血統主義から父母両系

主義へ）や男女雇用均等法（均等法）の改正などが行われてきている。

そして撤廃この条約の内容は、2．原因で示した“固定化された男女役割分担の変革”

を中心とし、公的分野から私的分野まであらゆる形態の女性差別を撤廃するというもので

ある。法律上の平等だけでなく、事実上の平等の現実を目指し、個人・団体・企業による

差別の撤廃を求め、差別となる慣習・慣行の修正・廃止を要請しているという条約の特徴

がある。

次に、具体的に撤廃条約はどのようなものか。

撤廃条約は、1条に女性に対する差別についての定義をおいている。

(撤廃条約1条）

性に基づく区別・排除・制限であって政治的・経済的・社会的・文化的・市民的・その他

のいかなる分野においても、女性(結婚しているかいなかを問わない)が、男女平等を基礎

として、人権および基本的自由を認識・享有・行使することを、害し、無効にする、効果・

目的を有するものをいう。
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この’条の意味は、性に基づく排除や制限だけでなく、区別も差別になるということで

ある。また、女性が人権や基本的自由を享有や行使することだけでなく、女性も男性と同

じ人権や自由を生まれながらにもっていることを知らなければ、人権や自由を行使するこ

ともできないことになるから、それを認識することを防げる行為も差別になる。

「男は仕事」「女は家事」という上記で挙げた「性別役割分業論」が一例としてあげられ

る。

男女それぞれの生き方とされてきていて、長い間の社会通念とされてきていた「性別役

割分業論」は、女性にも働く権利や自由があることを、女性が認識することを害する効果

をもってきたといえるのである。

人権や自由を害したり、無効にする目的をもつ行為だけでなく、そのような効果をもつ

行為も差別である。差別をするつもりがなくても、その行為が差別の効果をもたらすのな

らば、それは差別になるのである。

また、学校や家庭における慣習をして、無自覚・無意識におこなわれる男女の差別も、

女性の人権や自由を認識したり享有・行使したりすることを害する効果を持つ場合は、女性

に対する差別になってしまっているのである。

しかし、「男女を異なって取り扱うこと」がすべて例外なしに禁止されているわけではな

い。差別をなくすためにこそ「異なる扱い」をすることが必要な場合もあるのである。

上記のような男女差別の例外について定める規定が、条約4条1項1．2項2に定められて

いる。

①1項は「暫定的特別処置」といわれるものであり、②2項「母性保護措置」である。ど

ちらも条文をみて分かるように「差別とは解してはならない」とされている。

各項①．②について解釈をすると、

①撤廃条約4条1項の意味。

日本の社会には女性に対する差別があり、第大戦後に日本国憲法が「法の下の平等」を

保障し、男女差別を禁止する法律を定めた。しかし、現実には現在も人々の意識や慣行の

なかに、女性差別が残っているのである。

この条約は、過去から現在まで、女性が差別を受けつづけてきたという歴史に注目をす

れば、過去の効果をとりのぞくことこそ必要としているのである。そのために、差別を禁

止するだけではなく、もっと積極的に各国に「暫定的と区別措置」を求めているのである。

このことから、1項の措置は、男性との事実上あるいは実質的な平等が達成されたら解消

される「暫定的」なものといえる。

1締約国が男女の事実上の平等を促進するということを目的とする暫定的な特別措置をとることは、この

条約に定義する差別と解してはならない。ただし、その結果としていかなる意味においても不平等な又は

別個の基準を維持し続けることとなってはならず、これらの措置は、機会及び待遇の平等の目的が達成さ

れた時に廃止されなければならない

2締約国が母性を保護することを目的とする特別措置をとることは、差別と解してはならない。
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日本の雇用分野での「特別措置」として1997年に改正された均等法がある日本は、第20

条3により、国は、「男女平等の「支障となっている事情を改善」するための措置をおこなう

事業主を援助できる｣、と定めている。

この男女平等の「支障となっている事情を改善」するための措置は、アメリカ・カナダ

などでは“アファーマテイブ・アクション”と呼ばれ、ヨーロッパ諸国ではポジティブア

クションとよばれている。これらは、教育・雇用、政治などの分野に女性が男性と対等に

参加して能力を発揮できるように、特別な「優遇」措置をとることを意味している。

均等法第9条4では男女平等の｢支障となっている事情を改善｣するための措置によって、

事業主が女性を優遇しても、それは均等法には違反しないと定めているのである。

均等法の「指針」は、「女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少ない状況」にある

とき、同じように「採用基準を満たす者の中から男性より女性を優先して採用」すること

や、「昇進の基準を満たす労働者の中から男性労働者より女性労働者を優先して昇進させる

こと」はゆるされるとしている。しかし、「相当程度少ない状況」ではなくなった場合、こ

のような女性優遇は解消されなければならない。「特別措置」とはいっても、決して無期限

におこなわれるのでなく「暫定的」なものであるから、男性の権利や自由をいたずらに侵

害できるものではないことを理解しなくてはならないのである。

しかし、残念なことに均等法20条は、「支障となっている事情を改善」するための措置

を、あくまで企業の自発性に委ねているということであり、企業が自発的に取り組まない

と「支障となっている事情を改善」するための措置はおこなわれないことになってしまう

可能性もでてくるのである。

②撤廃条約4条2項

この項では、「母性保護措置」は差別ではないと定めている。

撤廃条約は、女性が妊娠・出産することを特別に保護するのは、けっして差別ではない

としているのである。

性別役割分業があたりまえだった時代には、女性が会社に勤めながら子供を産むための

特別休暇や制度は不十分であった。会社によっては、「特別な休暇を与えるのは、経済的な

損失だ」として、妊娠・出産退職を女性に強要するということがおこなわれていたのであ

る。したがって、撤廃条約は妊娠・出産に関する「特別措置」は、けっして男女差別では

ないと定めたのである。

そのうえで、撤廃条約11条2項など、妊娠・出産を理由とする差別的解雇を禁止し、さ

らに妊娠・出産保護のためにどのような特別な措置がとられるべきかを具体的に定めてい

3国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇が確保されることを促進するため、事業主が雇用

の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的とする。

4事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善するこ

とを目的として女性労働者に関して行う措置を講ずるのを妨げるもではない。

102跡見学園女子大学マネジメント学部卒業生優秀論文集



働く女性～子育ての権利～

るのである。

つまり、2項の措置は出産という、女性の生物学的な特性に基づく措置であり、永続する

ものであるのである。

そして、撤廃条約の条約をもとに、日本でもさまざまな「特別措置」が制度化され、女

性の働く権利を実質的に保障しているのである。

（2）日本における国内的対応

では、日本では産前産後の保護はどうなっているのだろうか。

①産前休暇に入るまで

均等法22．23条5で、どの会社で働いている女性も通院休暇を確保でき、ラッシュ時を避

ける時差出勤や勤務時間の短縮も認められることになった。

また、仕事がきついときは休憩時間を増やしたり、仕事を制限したり、症状が重いとき

はやすんだりすることを認められる。

均等法（同法64条の2．3．64条3項・66条）6では、妊娠した女性にさせてはならない

仕事、軽い仕事に替われる権利、残業や深夜業（午後10時から午前5時までの仕事）をし

ない権利などが定められている。

解雇以外の不利益な取り扱いについては、法律でとくに定められていないが、「子を有し

ていること」を理由として、女性に対して不利益な配置転換や昇進差別をしてはならない

としている。

解雇の取り扱いは、労働基準法（労基法）19条1項7で、「産前産後の休業中とその後30

522条：事業主は、労働省令で定めるところにより、その解雇する女性労働者が母子保護健康法の規定

による保護指導又は健康診断を受けるために必要な時間を確保することができるようにしなければならな

い。

23条2項；事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保護指導又は健康診断に基づく指導事項を守る

ことができるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。

664条2項：使用者は、満18歳以上の女性を坑内で労働させてはならない。ただし、臨時の必要のた

め坑内で行われる業務で命令で定めるものに従事する者については、この限りではない。

64条3の1項：使用者は、妊娠中の女性及び産後1年経過しない女性を、重量物を取り扱う業務、有毒

ガスを発散する場所における業務その他妊婦、出産、保育等に有害な業務に就かせてはならない。

65条3項：使用者は、妊婦の女性が請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなくてはなら

ない。

66条1項：使用者は、妊婦が請求した場合においては、32条2の1項、4の1項及び32条5の1項規

定にかかわらず、1週間について32条1項の労働時間、1日について同条2項の労働時間を越えて労働さ

せてはならい。

719条1項：使用者は、労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する期間及びその

後30日並びに産前産後の女性が65条の規定によって休業する期間及びその後30日間は､解雇してはなら
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日間の解雇を禁止している。これは、この期間内は企業経営上の都合などの理由があって

も使用者はこの女性労働者を解雇することができないという意味である。他方、均等法8

条2．3項8では時期を問わず｣、女性労働者の婚姻、妊娠、出産を理由としたり、出産休暇

を取得したことを理由とする解雇を禁止しており、妊娠・出産に関しては二重の保護が加

えられている。

出産休暇など、妊娠・出産のため就業しない期間の賃金については、労基法や均等法で

とくに定めず、労使の自主的な交渉にゆだねられている。また、法廷の賃金が支払われな

いときは、健康保険から出産手当金として、休業前の賃金のほぼ60%が支給される。

出産休業など取得した結果、出勤数が一定の割合に達していないことを理由として、そ

の後、昇給をカット、賞与を支給しないことに関しては公序良俗違反とするから無効であ

ると判決9もでている。

②育児制度

ゼロ歳の子供を育てながら働き続ける女性のために労基法67条は、制定当初から、1日

60分以上の育児時間を保証してきた。これは、授乳に限らず、保育園の送迎のために利用

され、子育て中の女性が働き続ける上で一定の役割をはたしてきた。

1975年の国際婦人年以来、子育てなどの家族的責任は男女が共に担い、社会はこれを支

えるべきだという考えが国際的な合意となり、1991年上記に基づいて育児法が制定され、

1995年に改正され育児・介護休業法（育介法）となった。

育児をとれる人は､育介法2条と2条1号では､1歳未満の子供を養育する男女労働者で、

養子も含まれる。ただし、日々回顧される者および期間を定めて解雇される者は法律で育

児休業の対象から除外されている。

また、労使協会で定めれば、解雇されてから1歳未満の者・配偶者が育児に専念できる

場合などを育児休業の対象から除外することもできる。

育児休暇の期間ととり方としては、育介法9条1項・2項2号で子供が満1歳の誕生日の

前日までの間で、労働者が申し出た期間休むことができる。だだし、法律が保障している

のは、原則として1人の子供について1回だけで、分割してとるためには、事業主との特

別の協定を結ぶか就業規則の定めが必要になる。休業する人は原則そして1ヶ月前に、い

つからいつまで休むか申し出ることになっており。申し出期間が1ケ月より短い場合は、

事業主が別の日を休業開始日と指定することが育介法6条3項によりできる。

ない。ただし、使用者が、81条の規定によって打切保障を支払う場合は天災事変その他やむをえない理由

のために事業の継続が不可能となった場合においてはこの限りではない。

88条2項：事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定

めをしてはならない。

3項：事業主は、女性労働者が婚姻し、出産し、又は労働基準法65条1項若しくは2項の規定による休

業をしたことを理由として、解雇してはならない。

9日本シエーリング事件最高裁判決平元1214
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そして、育児休業法を理由とする解雇は、育児休暇の申し出や、育児休暇をとったこと

を理由としてできない。労働者が1ケ月前に育児休暇を申し出たのに対し、事業主がもう

少し待ってくれと言われたが、休業してしまった場合でも事業主は育介法10条によって解

雇できないのである。雇用意外の労働条件の不利益な取り扱いについては、指針であって

はならいと定められている。

育児休暇中と休業後の労働条件は、労働者が安心して休業することができるように、ま

た復帰後のトラブルを防止するため、事業主は休業期間中と復職後の賃金・配置・昇進な

どの労働条件をあらかじめ定め、休業する労働者自身の労働条件を明示するよう育介法1

7条定めるとおり、努めなければならない。

また、育児休業中の賃金・育児休業給付金・社会保険料は、育児・介護休業法でとくに

規定されておらず、労使の会話にゆだねられているが、雇用保険から、休業前賃金の25％

の育児休業給付金が支給される。また、育児休業中の保険料と厚生年金保険料の労働者負

担は免除される。

男女労働者で、育児休暇をとらずに1歳未満の子供を育てる人もいるが、その労働者の

ために、就業しながら子供を教育することを容易にするために、短時間勤務制度、フレッ

クスタイム制・時差出勤の制度や所定外労働の制限、企業託児施設の設置その他これに準

ずる便宜の供与のいずれかを育介法19条1項に定める規則により講じなければならない。

対象者は、日々解雇される者は除外されていますが、期間の定めのある者は除外されて

いない。また、労使協定で配偶者が育児に専念できる場合などを除外することもできない

ので、妻の育児休業中に夫が短時間勤務をするなど、2人とも短時間勤務をすることも可能

にすることもできるのである。

1歳未満の子供を教育している男女労働者に対して、事業主は上記措置のうちいずれかを

必ず講じなければならないのである。そして、1歳になってから小学校に入学するまでの幼

児期は、育児のための時間が必要なので、育児休業や勤務時間の短縮等必要な措置を講ず

るように、事業主に努力義務も育介法20条によって課せられている。

以上のように、日本でも産前産後の保護は最近になって保護されるようになったが、均

等法・労基法．また最近新しくできた育介法で、ある程度まで保護されるようになったの

が分かる。

（3）その他の活動

ILOも「家庭的責任を有する労働者の機会的等および平等待遇に関する条約」「同勧告」

を制定した。この条約は、男女労働者双方を対象に、家庭責任があるために差別されるこ

とのないように、「就業にかかわる責任と家庭的責任とのあいだに衝突が生じることなし

に」働く権利が守られることを目的とするものである。そのため、①育児休暇、介護休暇、

保育所その他の福祉施設や地域サービスなどの、家庭責任を軽減する特別措置、②1日あた

りの労働時間の短縮や、深夜・交代制労働、転勤などについては家庭責任を考慮するなど

の、家庭責任をもつ労働者の状況を改善する全般的措置の両面から、男女労働が仕事と家

庭責任を両立し共同しあえるようにする援助策を具体的に示して、締約国の政府、地方自

105



跡見マネジメント第1号2006.3

治体、企業などに実行を求めている。

3．住友生命事件

上記で、女性が子供を育てる権利があるということが分かった。

既婚女性の権利の訴訟問題の判例を取り上げて、既婚女性に働く権利や子育ての権利が保

障されているか検討していきたい。

既婚女性についての人事権と昇給審査における差別の有無－住友生命事件

大阪地裁平成13年6月27日

（1）事実の概要

原告Xらは、いずれも在職中に婚姻し、産前産後休業や育児時間の権利を行使していた

が、それと時期を同じくして、人事考課による昇給審査が標準者以下とされるようになっ

た。Xらは被告Y1の人事考課において下位ないし最下位に位置づけられてきたのは、Xら

が既婚者であることを理由として未婚女性と比較して差別的扱いがなされてきたとして、

大阪婦人少年室長にY1を相手方として、一般指導職への昇格を求めて調停を申請したが、

大阪婦人少年室長は、本件差別は均等法15条に基づく調停対象事項ではないとして、調停

の不開始を決定した。そこでXらはY1に対して、一般指導職に昇格したことの確認、差額

賃金および差額退職金の支払、被告国Y2に対して、均等法の指針の定めは憲法および女子

差別撤廃条約に違反して無効であると訴訟を提起した。

（2）原告の主張

①Xらは、Y1各原告に対する昇格決定は、既婚者差別に基づく違法（憲法14条、労働基

準法3条、民法90条）の適用により、無効とされた部分について、Xらと同時に入社した

高卒未婚女性職員の標準的基準が適用されるべき。

②．③Y1は結婚､出産後働き続けることに対する嫌がらせを目的として結婚の直前直後、

あるいは出産の直前直後の配転や係り替えなど妊娠中の母体に悪影響を与えたり、同僚と

の隔離、妊娠中の過重な業務負担等数々の嫌がらせを行っており昭和30年から継続してい

る。その嫌がらせは、退職を強いるため、在職していることに対するものでありY1の人事

指針である。

未婚女性と既婚者女性を比較した場合、昇給、昇格差別がある。

④Y1がXらと労働契約上「Xら既婚者が不当に排除されることのないよう、その職場環

境を公正に保持すべき義務」や「憲法、労働基準法の理念がら導かれる信義則上の義務と

して、労働者を平等に取り扱うべき義務」を負ってるとし、Y1がかかる義務に反して、X

らに対し様々な嫌がらせを行い、既婚者排除の職場環境を作り出し、ひいてはXら昇給・

昇格で差別してXらの人格権を侵害した。
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（3）被告の主張

①．②年功だけでなく、各人の職務遂行能力、勤務成績、経験年数、当該職能段階在任

期間などを総合的に勘案した各年度の人事考課に基づき行われてきていて、昇格時期に相

当のバラツキがでてしまう。

既婚者と未婚者を比較した場合、既婚者が産前産後の休業を取得したときには、結果と

して、労働の質、量が大きくダウンすることは否めないし、育児時間を取得したときも、

殆ど必然的に時間外労働を行うことが不可能となり、この点においても未婚者との間で提

供する労働の質、量において自ずと差異を生じ、また、結婚や出産後も勤務を続ける女性

労働者にとって、家事、育児等の家庭責任は重くのしかかり、その負担が仕事への制約と

なって、既婚者と未婚者との間で提供する労働の質、量において自ずと差異を生じてしま

う。

③労基法は、産前産後の休業や育児時間など労働基準法上認められている権利の行使に

よる不就労を、そうした欠務のない者と平等に扱うことを要求しておらず、また権利行使

によりXらの業績は他の社員よりも低いものとならざるをえなかった。

④働契約上、Xらの主張するような債務を負っているとは一般的に解されておらず、原告

らの主張④は、独自の見解であって到底認められることができない

（4）裁判所の判断

①Y1における各年度の昇格については、年功だけではなく、各人の職務遂行能力、勤務

成績、経験年数、当該職能段階在任期間などを総合的に勘案した各年度の人事考課に基づ

き行われてきたということができ、昇格はY1裁量権の行使によって決せられるものである

が、本件はY1によるかかる昇格決定はなされていないし、また労働基準法13条の類推適

用についても、無効となった部分を補充しうる具体的な昇格の基準を求めることはできず、

さらに労働契約に基づく昇格請求に関しても、意思表示である昇格決定までも求めうると

するのは困難であるからXらの地位確認請求は理由がない

②わが国では、かつては、夫たる男性は「外で働いて」経済的に家庭を支え、妻たる女

性は「家庭を守りj家事、育児等のいわゆる家庭責任を担うという役割分担意識が強くか

つた。企業においてもこのような役割分担意識や女子の勤務年数の短さなどから、男性に

ついては定年までの長期雇用を前提に雇用するが、女性については、定型的補助的な単純

労働に従事する要員としてのみ雇用することが少なくなかった。Y1においても、その傾向

は見て取れるし、その従業員、Xらの上司となった者についても、役割分担意識をもった者

がいたことは推認できる。

退職を強いるため、在職していることに対する嫌がらせを受けた旨は、すべての既婚者

が嫌がらせを受けたわけではないことから、Y1の方針として嫌がらせを指示したとは認め

ることができない。嫌がらせといってもいい事実については、個々の上司の問題であると

しても、現実に既婚女性が勤務を続けたことを快く思わず、これを理由に嫌がらせをとい
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えるようなことをしたとすれば､嫌がらせを受けたXらに対する不正行為になる。さらに、

Y1における人事考課、査定は、個々の労働者の業績や能力等について、各考課要素に基づ

き判断するというものであり、婚姻の有無といった前記考課要素意外の要素に基づいて一

律に査定することは本来就業規則で予定されている人事権の範囲を逸脱するものといえる。

そして、現実の考課査定が公正に行われたかどうかは、合理性をもつものではない。

③Y1による既婚女性従業員排除の方針の現実とまでいえなくとも、個々の具体的な人事

考課において、既婚女性であることのみをもって一律に低査定を行うことは、人事考課、

査定が昇格､非昇格に反映され､賃金労働条件の重要な部分に結びつく人事制度の下では、

個々の労働者に対する違法な行為となる。人事考課において､産前産後の休業をとったり、

育児時間を取得したこと自体をもって低く査定したのであれば、労働基準法で認められた

権利の行使を制限する違法なものというべきである。

権利行使をもって、能力が普通より劣る者とするなど低い評価をすることは、人事制度

が相対評価を採用している場合でも、労働基準法の趣旨に反するというべきであるし、労

働基準法の権利行使による不就労によって能力の伸長がないものと取り扱うことは許され

ない。さらに、Y1が出張する業績の低さが休業又は育児時間取得により就業しなかったこ

とをいうのであれば、それは産前産後の休業、育児時間の取得をもって不利益に査定した

というものであって、労基法上許されないものである。なぜならば、権利行使をもって、

人事考課上のマイナス要因にすることは、それにより、かかる権利を保障した趣旨を実質

的に失わせることになるからである。

④Xらは、差額賃金ないし差額賃金相当損害金を請求するが、賃金の支払いは債務不履行

といいうるが、昇給､昇格は契約によるものである以上、労使双方の合意が必要であって、

使用者において昇給、昇格の効力が発生する余地がないため、賃金請求権はこれを認める

ことができず、また、個々の労働者のいかなる評価をするかは基本的には使用者の人事権

の裁量の範囲であるから、審議則上の債務不履行に基づく賃金相当額の請求は認められな

い。しかし、既婚者であることを利用して、一律に低査定を行うことは、そもそもY1に与

えられた個々の労働者の業績、執務、能力に基づき人事考課を行うという人事権の範囲を

逸脱するものであり、合理的な理由に基づかず､社会通念上容認しえないものであるから、

人事権の濫用として、かかる人事考課、査定を受けた個々の労働者に関して不法行為とな

るため、これによって生じた損害を賠償すべき義務がある

（5）判例をみて

この裁判は既婚者であることのみを理由とする差別が問題となった初めてものである。

裁判所の判断で、

①産前産後休業および育児時間の取得といった労基法上認められている権利の行使を

理由とする不利益取扱い。

②人事考課において既婚者であること理由として低く査定することの合理性。

という既婚女性であることを理由とする査定額別について上記のように示している。

①については、産前産後の休業および育児時間の取得をもって不利益に査定することは、

「労基法上の権利であるこれらの休業、休暇の取得を事実上妨げるものであり、かか
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る権利を保障した趣旨を実質的に失われる」として公序に反する違反なものであると

している。

②についても、産前産後休業や育児時間を取得したことによって技能や経験につき他の

労働者よりも劣るものとなることはありうるため、結果昇格が遅れたとしても違法は

いえないものとされる。

本件あてはめでは、「既婚女性に特有の事情」として産前産後休業や育児時間を取得する

ために労働の質・量がダウンしたり家事・育児のために残業をしないで労働の質・量が

ダウンするとY1の主張ではあったが、個人的な査定の結果ではないと判断されており、

②で示した育児休業法を理由とする解雇で保障されている通り、の判断がされている。

また、判例の事例から、このような既婚女性に対する差別の原因となっているのは性

別役割分業が意識されているからだといえるのである。

4．終わりに

以上のように現代の日本の女性の働き方の特徴が、「M字型カーブ」になっている最大の

理由として“既婚女性に対する差別の原因となっているのは性別役割分業が意識”が現在

も意識されていて、結婚、出産・育児などが落ち着いてから再就職をするという結果が生

まれてしまっていた。

しかし、国際的にも女性労働者のための保護を積極的に保護しようとしている動きがあ

り、日本でもそれにならい少しずつではあるが女性労働者のための保護をされ、出産は男

性には無理であるが、育児は男女で休暇をとれるなど共同で家庭責任をもつことができる

ようになり、「育児・介護休業法」では介護休業制度を設けることが企業に義務づけられ、

さらに企業で女性が働きやすい環境も整えられている。

いまだ現在も男性が育児休暇をとるのは実態的に難しいとされているが、国家公務員の

人事や勤務についての規則を取り扱う人事院では、2005年に男性職員に育児参加のための

休暇として「妻の産前産後の期間中に5日間の育児休暇」をとることができる規則をつく

るなど男性にも育児休暇をとるのがあたりまえになるような動きもでている。

女性が「女性であること」を差別されて、社会や企業などに意見を押し付けられずに、

改正された均等法や労基法・育児法は、活用して働きながら子育てをする女性として自身

をもって権利を行使できるものなのである。
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